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○ 今後、消費者、流通業者等が有機農業に対し、「知る」、
「食べる」、「買う」、「有機農業とつながる」「有機農業
を応援する」など、行動変容を実現していく。

トピックス１
中国四国農政局有機農業推進ＰＲプロジェクト

○ みどりの食料システム戦略においては、2050年までに耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を25％に拡大す
ることを目標の一つとしている。この目標達成のためには、農業者のみならず、消費者、流通業者など関係する様々
な人々の有機農業への関心を高めることが重要である。

○ このため、中国四国農政局では、「中国四国農政局有機農業推進ＰＲプロジェクトチーム」を設置し、農政局内で
横断的な体制を整備し、柔軟で幅広いアイデアをもって、ＰＲ活動を行っている。

○ また、令和４年11月、JA岡山中央会及び岡山県と連携して、有機農業への関心を高め岡山県の有機農産物・加工食
品・畜産物等の需要と消費の拡大を図ることを目的として、「岡山有機農業フェア実行委員会」を設置した。
令和５年５月３日及び11月３日に、前年に引き続き「おかやま有機農業フェア」を開催した。

○ 令和５年11月３日、JR岡山駅エキチカひろばにおい
て、「おかやま有機農業フェア」を開催した。

○ 令和５（2023）年５月３日、JR岡山駅エキチカひろば
において、「おかやま有機農業フェア」を開催した。

おかやま有機農業フェアの開催（岡山有機農業フェア実行委員会主催）

【PR展示の様子】 【マルシェの様子】

【玄米配布の様子】

【マルシェの様子】

有機農産物を食べていただ
くことを目的に、有機JAS認
証玄米（100g入り）の配布

を来場者500名に行った。

岡山県内の有機農業者の協力の
もと、農業高校や農業者から有
機農産物（米、もち、さつまい
も、野菜、白きくらげ等）の出
品がありました。

有機JAS認証の農産
物・加工食品（日本
酒、甘酒、しいた
け、野菜、きくらげ
等）の販売や、パネ
ル展示等を行い、有
機農業のＰＲ活動を

行った。
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トピックス２
鳥インフルエンザの発生と防疫対応について

資料：中国四国農政局作成（R5.11.末現在） 資材の搬入

殺処分の様子

Ⅱ

○高病原性鳥インフルエンザの発生状況 （令和４年度）

○豚熱に感染した野生イノシシの確認状況（令和５年11月末現在）

○ 家畜伝染病は畜産経営に大きな被害を与え、畜産振興及び食料安定供給に大きな影響を及ぼすため、家畜伝染病
予防法に基づき、家畜所有者、国、県、関係機関が連携して発生・まん延防止に取り組んでいる。

○ 高病原性鳥インフルエンザは、平成15年以降国内で断続的に発生しており、令和２年度は管内５県（国内18
県）、令和３年度は２県（国内12道県）、令和４年度は４県（国内26道県）の発生となった。
また、令和４年度は、過去最も早い10月28日に岡山県で国内１例目が発生して以降発生が相次ぎ、過去最高の

約1,771万羽、管内では約272万羽が殺処分対象となった。なお、発生県の要請に応じ、中国四国農政局からも
職員を延べ473名を派遣し、防疫作業等を支援した。

○ 飼養豚における豚熱は、平成30年以降国内20都県で発生（89事例、殺処分対象数約36.8万頭。管内は未発生）。
令和元年に飼養豚への予防的ワクチン接種を開始し、接種推奨地域とされた北海道を除く全国で実施中。
野生イノシシについては、平成31年以降、国内で豚熱ウイルスへの感染確認が相次ぎ、拡散防止のための経口ワ

クチンの散布とともに、野生イノシシの感染状況のサーベイランス及び捕獲強化等を実施。管内では、令和４年
３月以降、７県で豚熱ウイルス陽性の野生イノシシを確認。全県で経口ワクチン散布が実施された。

（令和５年11月末現在）

中国四国地域における豚熱に感染した野生
イノシシ確認状況（令和５年11月末現在）

令和４年度 中国四国地域の高病原性
鳥インフルエンザ発生状況



野菜の消費動向と摂取量の見える化

１人１日当たりの野菜摂取量の推移

資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」
注：1) 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年及び３年は調査中止

2)データは野菜類であり、緑黄色野菜、その他の野菜、野菜ジュース、漬け物を含む。

トピックス３
中国・四国地域における野菜摂取拡大の取組 ～見える化から魅力発信へ～

○ 健康づくりの指標である「健康日本21」において、成人１人当たりの野菜摂取目標量は、カリウム、食物繊維、抗
酸化ビタミン等の適量摂取が期待される量として350g以上とされているが、現状は平均280g程度で不足している。

○ これは必要量を正しく把握できないことが理由の一つと考えられることから、中国四国農政局では日ごろの野菜摂
取状況が把握できる測定機器を設置し、「見える化」を実施した。

○ 中国四国農政局職員の「イチ推し野菜料理」を大募集するなど、野菜の魅力を発信するとともに、継続的な野菜摂
取に向けた取組を推進している。

350 g(目標値)以上 132 10%

350 g(ほぼ目標値) 73 5%

300 g 201 15%

250 g 174 13%

175 g 351 25%

150 g未満 450 33%

計 1381 100%

野菜摂取目標量の350g/日が

とれている方は15％のみ･･･

ファジアーノ岡山とのコラボ

髙島屋50周年記念フェア せとうち島旅フェス

おかやま有機農業フェア

《野菜の摂取動向》

《野菜摂取量測定（ベジチェック）の様子》

《５月にベジチェックで測定した

野菜摂取量（推定）の分布》
主要農産物の１人１年当たりの消費動向

資料：農林水産省「食料需給表」
注：データは供給数量（＝消費者等に到達した食料）であり、実際に摂取された食料の数量ではない。

推しの831料理で魅力発信

• 主要農産物の消費動向をみると、野菜の消費
は減少傾向。

• 野菜の摂取量の現状は約280g程度で、約７割
の成人は目標に達していない。 Ⅲ



地域 実行組織 地域の食 内容
い な ば ・ た じ ま
因幡・但馬地域
（鳥取県・兵庫県）

一般社団法人
麒麟のまち観光局

牛すすぎ鍋 山陰海岸ジオパークに位置し、独特の地形・自然環境の中で但馬牛や鳥取砂丘らっきょう、こおげ花御所
柿などを生産。霊獣・麒麟が息づく「風と暮らす大地」をコンセプトに砂丘でのアクティビティや農村地域での
生活文化体験とともに食材の良さを生かした食を提供。

益田市
（島根県）

益田の歴史文化を
活かした観光拠点
づくり実行委員会

饗応料理・鮎雑煮・うずめ飯 豪族益田氏が戦国武将をもてなした饗応料理や、民間の饗応料理で現在でも地域の年中行事で提供さ
れる鮎雑煮やわさびを使ったうずめ飯などの食文化を、鮎釣りやわさび田見学などと併せて体験できる周遊
コースを提供。

津山市
（岡山県）

公益社団法人
津山市観光協会

干し肉・そずり鍋
古くから牛馬の流通拠点として栄え、他の地域では見られない独特の牛肉食文化が郷土料理として発展。
津山城、武家屋敷等の歴史的な町並みや農業体験、アウトドア体験等と併せた食体験を提供。

尾道市
（広島県）

株式会社
せとうちクルーズ

法楽焼き・浜子鍋
北前船により運ばれた日本各地の食材と地域の豊富な海産物、柑橘等により豊かな食文化が発達。歴
史のある街並としまなみ海道の景観を活かし、まち歩きやサイクリング等と併せた食の体験を提供。

呉市音戸地域 
（広島県） 

音戸町魅力化
推進協議会 

牡蠣めし・牡蠣エスカベーチェ 音戸の海域は、豊富な栄養分と水質の良さから牡蠣の養殖に適し、牡蠣生産は島の主要産業に発展。むき身
の生産量は日本一を誇る。養殖場等のまかない飯から家庭の味に定着した「牡蠣めし」とともに、インバウンドに対
応した「牡蠣特別メニュー」を提供。牡蠣と島の魅力を体験できる牡蠣ロゲイニングやサイクリングツアーも展開。 

にし阿波地域
（徳島県）

一般社団法人
そらの郷

そば米雑炊・ひらら焼き 独特の高傾斜地集落での「傾斜地農耕システム」と、在来の穀物、そば、芋等を中心とした伝統的な食文
化が息づく。古民家を高級感ある宿泊施設として整備することで、交流できる滞在型地域としてインバウンド
を呼び込む。

さぬき地域
（香川県）

さぬきの農泊 食文化海
外発信地域推進協議会

さぬきうどん
良質な小麦をはじめとして、イリコ、塩、醤油など、地域の資源が融合して「さぬきうどん」が発展し、地域全
体にうどん店が展開。伝統的なうどんからターゲット国の嗜好に合わせたうどんまで、多様な食を堪能できる。

八幡浜市
（愛媛県）

一般社団法人
八幡浜市ふるさと
観光公社

さつま汁 「みかんと魚のまちを暮らすように旅する」をテーマに、古くから営まれてきたトロール船の漁業の歴史とじゃこ天
やさつま汁などの食文化を農林漁業体験や料理体験で学ぶことができる。温州みかんの大産地であり、宇
和海を望むみかんの段々畑など美しい景観も魅力。

「SAVOR JAPAN」中国四国地域認定地域概要 ＜中国四国地域で８地域が認定（全国で40地域）＞
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○ 増大するインバウンドを、日本食・食文化の「本場」である農山漁村に呼び込み、訪日外国人の更なる増加と農林水産物・食
品の輸出増大につなげるといった好循環を構築していくことが重要である。

○ 特に、農泊（農山漁村滞在型旅行）を推進している地域であって、多様な地域の食やそれを支える農林水産業、伝統文化の魅
力で、訪日外国人を誘客する重点地域を農林水産大臣が「SAVOR JAPAN」として認定する制度を平成28（2016）年度に創設した。

○ 美味しい日本食が食べられるのは勿論、地域の食文化にも触れることができる旅先として、地域の魅力を磨き上げ、「SAVOR
JAPAN」ブランドでの一体的な情報発信を実施し、訪日外国人の誘客を強化している。

SAVOR JAPAN（地域の食・食文化によるインバウンド誘致）の取組 （※SAVORとは「味わう、楽しむ」という意味の英単語）

セイバー ジャパン

トピックス４



トピックス５
農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）の形成推進

〇 中山間地域では人口減少や高齢化が急速に進行し、農用地等の維持・管理と農業生産活動の継続が困難に
なる集落が増加。こうした状況を放置すると、一つの集落では集落機能の維持も難しくなる状況にあること
から、広域的な範囲で支え合う組織づくりが進むよう総合的な対策を早急に講じていくことが必要である。

○ このため、農林水産省では、令和４（2022）年度から小学校区程度の範囲における複数集落を対象に、農
用地の保全、地域資源を活用した経済活動及び生活支援活動の３つの活動により、農村集落の機能を補完す
る「農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）」の形成支援事業を開始した。

○ 令和５年度10月時点において、中国四国管内では19地区（全国の約４割）がこの事業を実施している。
〇 農村ＲＭＯの更なる形成推進のため、令和５年11月９日～10日に農村ＲＭＯ推進フォーラムを真庭市で開
催し、農村ＲＭＯ取組初期段階の地域を題材に、管内で農村ＲＭＯ形成支援事業に取り組む地区や今後取り
組もうとする地区等の参加によるワークショップ及び現地視察を実施した。

農用地の保全 地域資源の活用 生活支援

事業の実施

地域ぐるみの農地の保全・活用 直売所を核とした域内経済循環 集荷作業と併せた買い物支援

資源管理
生産補完
農業振興 生活扶助

農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）のイメージ

総
務
部

生
活
部

交
流
部

産
業
部

資
源
部

自治会・町内会
婦人会・ＰＴＡ
社会福祉協議会など

集落協定、
集落営農、農業法人
など

○○むらづくり協議会
●複数の集落による集落協定等と自治会などの多
様な地域の関係者が連携して協議会を設立

●地域の話合いにより、農用地の保全、地域資源
の活用、農村の生活支援に係る将来ビジョンの
策定

集落
協定

集落
協定 集落

集落
協定

集落
協定

農業
法人

農用地の保全、農業生産

Ａ集落 B集落 C集落 D集落 E集落 F集落

地域の将来ビジョン

日時：令和5年11月9日（木）～10日（金）
場所：真庭市落合振興ホール（11月9日） 真庭市吉地区等（11月10日）

【フィーラムの内容】
●11月 9日 ワークショップ（事例紹介、意見交換）
●11月10日 現地視察

農村ＲＭＯ推進フォーラム（令和5年11月9～10日開催）

番号 県名 市町村名 事業主体名

1 浜田市  和田地区まちづくり推進委員会

2 浜田市  今福まちづくり委員会

3 出雲市  佐田地域づくり協議会

4 大田市  久利・大屋地区小さな拠点推進協議会

5 大田市  池田集落協定運営委員会

6 雲南市  躍動と安らぎの里づくり鍋山

7 邑南町  出羽地域運営協議会

8 岡山県 真庭市  吉縁起村協議会

9 三次市  石原集落地域振興協議会

10 三次市  田幸地区町内会連合会

11 庄原市  庄原市山内集落地域振興協議会

12 阿南市  加茂谷ＲＭＯ推進協議会

13 阿南市  椿町農村ＲＭＯ運営組織協議会

14 美波町  赤松地区農村ＲＭＯ推進協議会

15 愛媛県 東温市  奥松瀬川地区農村活性化協議会

16 本山町  本山町農村みらいの会議

17 いの町  明るい柳野を創る会

18 梼原町  集落活動センター「四万川」推進委員会

19 三原村  （一社）三原村集落活動センターやまびこ

島根県

広島県

徳島県

高知県

農村ＲＭＯモデル形成支援事業実施地区一覧（令和5年10月現在）

Ⅴ



１ 中国四国地域の農業構造
（１）農業労働力の現状

○ 中国四国地域の農業を支える基幹的農業従事者は減少傾向にあり、令和４（2022）年において15.8
万人で、全国（122.6万人）の約13％を占めている。
また、平均年齢は70.8歳で、全国平均（68.4歳）より2.4歳高く、高齢化が進んでいる。

○ 基幹的農業従事者の年齢構成をみると、70歳以上階層で全国を上回っている。

基幹的農業従事者の年齢構成割合（令和４（2022）年）

１

資料：農林水産省「農林業センサス」(2015)、農業構造動態調査(2021.2022)
注：基幹的農業従事者とは、15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

基幹的農業従事者の平均年齢（個人経営体）

基幹的農業従事者数（個人経営体）
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（２）農地をめぐる状況

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：耕地面積とは、農作物の栽培を目的とする土地のことをいい、けい畔

を含む。

耕地面積の推移（中国四国）

○ 中国四国地域における令和４（2022）年の耕地面積は35.6万haで、全国（432.5万ha）の約８％を
占めており、中国地域、四国地域ともに減少傾向で推移している。

○ 中国四国地域の経営耕地面積は、規模拡大がみられるものの、令和４年の１経営体当たりの経営
耕地面積は1.4haで、全国（3.3ha）及び都府県（2.3ha）と比較すると小さい。

経営耕地面積規模別経営耕地面積の割合（中国四国）

１経営体当たり経営耕地面積（令和４年）

資料：農林水産省「令和４年農業構造動態調査」

資料：農林水産省「農林業センサス」
注：経営耕地面積とは、農林業経営体が経営している耕地をいい、自ら所有して
いる耕地(自作地)と他から借りて耕作している耕地(借入耕地)の合計である。

２



○ 中国四国地域における令和４（2022）年の耕地面積に占める中山間地域の割合は62.3％で、全国
（44.1％）を大きく上回っている。

○ 農業生産活動の場として、重要な役割を担う中山間地域の活性化が課題である。

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：１ 面積調査の調査期日は、令和４（2022）年７月15日現在である。

２ 中山間地域とは、「農林統計に用いる地域区分」（平成13年11月30日付け 13統計第956号）で定められた基準指標（耕地率、林野率等）により設定
された都市的地域、平地農業地域、中間農業地域及び山間農業地域の４つの農業地域類型区分のうち、中間農業地域及び山間農業地域を合わせた地域
を指す。

３ 農業地域類型区分の数値については、市町村別農業地域類型（令和５（2023）年改定）を用い、該当する市町村（令和４（2022）年４月１日現在）
をそれぞれ積み上げた。

耕地面積に占める中山間地域の割合（令和４（2022）年）

３



○ 中国四国地域における令和３（2021）年の農業産出額は8,685億円で、全国（８兆8,600億円）の
約１割を占めている。

○ 品目別農業産出額の構成割合をみると、中国地域では畜産及び米の割合が高くなっている一方、
四国地域では愛媛県で果実、高知県で野菜の割合が高くなっているなど、各地域の特徴が現れてい
る。

（３） 農業産出額

品目別農業産出額の構成割合（令和３（2021）年）

＜全国、都府県及び中国四国＞ ＜四国地域＞＜中国地域＞

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
注：１ 品目別農業産出額のその他は、麦類、雑穀、豆類、いも類、工芸農作物、その他作物及び加工農産物の合計である。

２ 全国、都府県及び中国四国の農業産出額は、各県の積上値であり県間で取り引きされた種苗、子豚等の中間生産物が重複計上されている。

４



農産物産出額上位５品目（令和３（2021）年）

（各円グラフ内数値の単位：億円）

５

米(123)
ブロイラー(90)

生乳(70)

肉用牛(60)
日本なし(51)

その他(333)

鳥取(727億円)

米(91) かんしょ(83)

ブロイラー(79)

肉用牛(71)

にんじん(65)

その他(541)

徳島(930億円)

なす(135)
米(101)

しょうが(93)

にら(86)

みょうが(79)

その他(575)

高知(1,069億円)

米(164)

肉用牛(98)

生乳(90)鶏卵(30)

ぶどう(29)

その他(200)

島根(611億円)

鶏卵(309)

米(228)

ぶどう(210)生乳(135)

肉用牛(103)

その他(472)

岡山(1,457億円)

鶏卵(126)

米(102)

ブロイラー(56)

肉用牛(56)

いちご(44)

その他(408)

香川(792億円)

みかん(271)

米(138)

豚(133)

鶏卵(55)

いよかん(42)

その他(605)

愛媛(1,244億円)

鶏卵(280)

米(222)

豚(91)
肉用牛(77)

生乳(57)

その他(486)

広島(1,213億円)
米(176)

鶏卵(61)

肉用牛(50)

ブロイラー(38)

豚(28)

その他(290)

山口(643億円)



○ 中国四国地域では、多様な自然・立地条件を活かして大山山麓のすいか、瀬戸内の温暖な気候に
よるブロッコリー、ハウス栽培のなすやピーマンなど、多彩な野菜が生産されているが、近年、農
業従事者の減少や高齢化の進行等により作付面積が減少傾向で推移している。

○ 近年、食の外部化、簡便化等により、加工・業務用需要は増加傾向で推移する一方、国産の比率
は７割程度にとどまっており、食料安全保障の観点からも、作業負担の軽減や施設栽培におけるコ
スト、品質、耐候性を含めた生産性向上を推進することが重要である。

２ 生産基盤の強化と、需要拡大の推進
（１）農業の持続性の確保に向けた生産基盤の強化
① 持続的生産強化対策
ア 野菜

引き続き、加工・業務用需要に対応した野菜生産、高収益な施設園芸等の推進を図るため、①作業
時間短縮に向けた集出荷貯蔵施設等の整備、②省力化・効率化に向けた農業機械の導入、③生産量増
加や品質向上に向けた低コスト耐候性ハウス等の整備、環境制御装置等の導入、パイプハウス等生産
資材の導入などを推進する。

野菜の作付面積の推移（中国四国） 野菜の農業産出額の推移（中国四国）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
注：（ ）は農業産出額に占める野菜の割合

６

資料：農林水産省「野菜生産出荷統計（一部品目除く）」
「地域特産野菜生産状況調査」「特用林産物生産統計調査」

家計消費用野菜と加工・業務用野菜
それぞれの国産割合（令和２年）

注１：ばれいしょを除く指定野菜13品目
注２：データは農林水産政策研究所による

加工・
業務用

家 計
消費用

６８％ ９７％

輸入
３２％

(単位：ha)

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

２年
（2020）

３年
（2021）

鳥 取 県 3,934 3,745 3,703 3,736

島 根 県 2,557 2,544 2,555 2,585

岡 山 県 3,249 2,863 2,781 2,794

広 島 県 4,627 4,527 4,590 4,663

山 口 県 3,312 3,255 3,192 3,138

徳 島 県 6,027 6,009 5,955 5,921

香 川 県 4,437 4,595 4,557 4,612

愛 媛 県 4,644 4,534 4,464 4,377

高 知 県 3,275 3,044 3,153 3,084

中国四国① 36,061 35,115 34,948 34,909

全   国② 400,786 393,990 389,995 385,615

①／② 9% 9% 9% 9%

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

２年
（2020）

鳥 取 県 211 213 214 205 ( 28% )

島 根 県 99 94 101 99 ( 16% )

岡 山 県 214 205 223 203 ( 14% )

広 島 県 234 236 247 242 ( 20% )

山 口 県 158 148 160 149 ( 23% )

徳 島 県 371 349 352 343 ( 37% )

香 川 県 234 242 242 236 ( 30% )

愛 媛 県 201 190 197 187 ( 15% )

高 知 県 745 715 711 676 ( 63% )

中国四国① 2,467 2,392 2,447 2,340 ( 27% )

全   国② 23,212 21,515 22,481 21,467 ( 24% )

①／② 11% 11% 11% 11%

(単位：億円)

３年
（2021）



○ 中国四国地域は、みかん、晩柑類、ぶどう、日本なし、もも等で全国有数の産地を形成してい
る。

○ 農業産出額に占める果実の割合は全国（10.3％）と比べ中国四国地域は16.3％と高く、品目別で
は、うんしゅうみかん、ぶどうで果実生産額の過半を占めている。

○ 果樹栽培面積はうんしゅうみかん、その他かんきつ類の割合が高い。
○ 中国地域では落葉果樹からかんきつ類を、四国地域ではかんきつ類を中心とした産地を形成。ま
た、全国で１位の栽培面積となっている品目も多い。

イ 果樹

担い手の経営規模拡大や次世代への円滑な継承等を図るため、果樹経営支援対策事業等により①優
良品目・品種への改植、②果樹園地の担い手への集積、③効率化・省力化技術の導入等を推進する。

資料：農林水産省「特産果樹生産動態等調査」

果樹の栽培面積割合（中国四国）果実産出額の品目別割合（中国四国） 栽培面積全国トップクラスの果樹いろいろ

資料：農林水産省「令和３年農業生産所得統計」
注：主な中晩柑はゆず、しらぬい（デコポン）の計。

みかん

401 

ぶどう

328 日本なし

113 
主な中晩柑類（注）

72 

もも

68 

かき

52 

その他

382 

中国四国
果実

1,416億円
(100.0%)

みかん, 

30.5%

その他

かんきつ類, 36.7%

ぶどう, 

6.7%

日本なし, 3.6%

もも, 

2.9%

その他の

果樹, 

19.7%

果樹計
31,500ha
(100.0%)

資料：農林水産省「令和４年耕地及び作付面積統計」
注：1)果樹計は調査対象品目（みかん、その他かんきつ類、りんご、日本なし、

西洋なし、かき、びわ、 もも、すもも、おうとう、うめ、ぶどう、
くり、パインアップル及びキウイフルーツ）の積上値。

2)令和４年は主産県調査年であることに留意。

県名 主な品目

鳥取県 日本なし(①二十世紀)

島根県 ぶどう(④デラウエア、⑧シャインマスカット)

岡山県 ぶどう(①ピオーネ、①ﾏｽｶｯﾄｵﾌﾞｱﾚｷｻﾝﾄﾞﾘｱ、④シャインマスカット)、⑥もも

広島県
かんきつ類（①レモン、①ネーブルオレンジ、⑦うんしゅうみかん)、

ぶどう(④ピオーネ、⑩シャインマスカット)

山口県 かんきつ類（③いよかん）、⑤くり、日本なし（③二十世紀)

徳島県 かんきつ類（①すだち、②ゆず）、日本なし（⑦豊水、⑨幸水)

香川県 ④びわ、⑧もも、⑨キウイフルーツ、ぶどう(③ピオーネ)

愛媛県
かんきつ類(①いよかん、①なつみかん、①河内晩柑、①きよみ、①ポンカン、
②うんしゅうみかん)、①キウイフルーツ、③くり、⑤びわ、⑪かき

高知県 かんきつ類（①ゆず、①ブンタン）

愛媛県のオリジナル品種
愛媛果試第28号（紅まどんな®）

ドローンによる農薬散布
－愛媛県－

栽培面積日本一
広島県のレモン栽培

７※紅まどんな®は全国農業協同組合連合会の登録商標

ぶどうの大規模生産団地
－岡山県－

なしの省力樹形（ジョイント栽培）
－鳥取県－



○ 切り花の購入金額は長期的に減少傾向。世帯主の年齢別でみると、若年層ほど購入金額が低い。

○ 「花のある生活」の啓発・普及として、日常生活における花きの活用促進、花きの新たな文化の
創出等に取り組んでいくことが必要である。

○ 中国四国地域の地域特産作物は、中山間地域を中心に、かんしょ、茶、葉たばこをはじめ、オ
リーブ、えごま、薬用作物のミシマサイコ等の作物が地域条件を活かして栽培されている。

ウ 花き・地域特産作物

８

《「3 LOVE STORIES」に関する取組》

農政局では、 「フラワーバレンタイン」など１月～３月の花贈りをPRする
「3 LOVE STORIES」の取組、中国四国管内の主な花き産地、２０２７年
国際園芸博覧会を紹介。

また、岡山県花き消費拡大実行委員会の協力により、スイートピー等
岡山県産花きの展示を実施。

《切り花１世帯あたり購入額》 《中国四国地域の地域特産作物》

島根県松江市の茶園



エ ＧＡＰ拡大の推進

愛媛県立農業大学校での
GLOBALG.A.P. 公開審査の様子

中国四国地域のＧＡＰ認証取得等の状況（令和５（2023）年３月末現在） 国際水準ＧＡＰガイドラインに準拠した県ＧＡＰ

資料：農林水産省作成

注：１ 「ＧＡＰ（Good Agricultural Practice：農業生産工程管理）」とは、農業において、食品安全、環境保全、労働安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理の取組。
２ 「ＧＡＰ認証」とは、第三者機関の審査により、客観的にＧＡＰが正しく実施されていることが確認された証明。
３ 「ＧＡＰパートナー」とは、農林水産省HPにおいて、ＧＡＰ認証農産物を取り扱う意向を表明している実需者（製造業、卸売・小売・飲食業、サービス業）をいう。

〇 県におけるＧＡＰの指導活動、農業教育機関やＪＡ等団体の認証取得の支援を通じ、国際水準の
ＧＡＰの実施を推進している。

〇 実需者とのマッチングを希望する経営体（ＧＡＰ認証取得、取得意向有り）の情報をとりまと
め、「ＧＡＰパートナー」に提供することで、ＧＡＰ認証農産物のマーケットの拡大を図る。

〇 中国四国地域のＧＡＰ認証の取得状況は、令和５（2023）年３月末で378経営体となっている。

〇 農業高校・農業大学校におけるＧＡＰ認証取得の動きが広がっている。令和５（2023）年３月末
で、JGAPは10校、ASIAGAPは１校、GLOBALG.A.P.は７校が認証を取得している。

〇 輸出の拡大等により国際的な農産物の取引が増加していること等を踏まえ、農林水産省は、食品
安全、環境保全、労働安全、人権保護、農場経営管理の５分野を満たした国際水準ＧＡＰに関する
共通の取組規準として、令和４（2022）年３月に「国際水準ＧＡＰガイドライン」を策定した。

〇 国際水準ＧＡＰを推進するため、都道府県版ＧＡＰについて上記ガイドラインの準拠確認を進め
ている。中国四国地域の県版ＧＡＰ（該当７県）のうち、島根県は準拠確認済みである。

９

国際水準ＧＡＰガイドライン準拠
島根県ＧＡＰ 通称「美味しまね認証」

「美味しまねゴールド」
認証マーク

お い

®

お い
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○ 主食用米の需要が減少する中、他作物への転換による水田のフル活用が重要であり、「食料・農
業・農村基本計画」（令和２（2020）年３月策定）において、米政策改革の着実な推進と水田にお
ける高収益作物等への転換が位置づけられている。

○ 中国四国地域では、主食用米の需要減少だけでなく、担い手不足及び高齢化等に起因する農地や
地域の維持が課題である。

② 需要に応じた生産の取組
ア 水田フル活用に向けた取組

資料：農林水産省調べ

【中国四国地域の水田の利用状況推移（戦略作物）】 【水田農業高収益化推進の全体像】

水田活用直接支払交付金の活用や、都道府県が作成する「水田農業高収益化推進計画」による高
収益化作物への転換により、国、県、地域等が一体となって水田のフル活用を推進する。
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○ 島根県では、令和元（2019）年度から農業産出額100億円増加に向けた柱として「水田園芸」の
取組を本格的に開始しており、野菜の県推進６品目を選定し、農家所得や農業生産力の向上を進め
ている。

○ こうした中、「水田農業高収益化推進計画」においては、県推進６品目のほか、各地域において、
基盤整備とあわせて導入を進めている品目（青ネギ、ブドウ、さつまいも）を推進していくことと
している。

○ また、経営体や組織を地域でまとめ、水田園芸推進上の課題解決を図る「拠点産地」づくりを進
めているところであり、拠点産地においては、１産地あたり販売額3,000万円以上の増加を目標と
しており、令和６（2024）年度に県内で30拠点以上を創出することを目指している。

イ 水田農業高収益化の推進事例

1. 県推進６品目を設定
（キャベツ・タマネギ・ブロッコリー・アスパラガス・ミニトマト・白ネギ）

2. 「拠点づくり方式」による園芸産地づくりを提案

①生産基盤 ②労力確保 ③販路開拓 を一体的に解決

(事例)島根県の水田園芸の推進方向

新たな産地をパッケージで育成

11



ウ 米の需要に応じた生産（主食用米の生産動向、米の生産コスト）
（ア） 主食用米の生産動向

○ 「米の需要に応じた生産」に向けて、米の需給に関するきめ細やかな情報提供や、中食・外食業
者との安定取引に向けたマッチング等の取組を行うとともに、中食・外食用に適した多収品種への
切り替え等による低コスト生産を推進する。

○ 飼料用米、麦、大豆等の戦略作物の本作化や水田の畑地化を推進する水田活用直接支払交付金等
による支援を実施している。

【主食用米の作付面積】【主食用米の需要量の推移（全国）】

資料：農林水産省「作物統計」

○ 主食用米の需要量が、人口減少などを背景に全国で毎年10万トン程度減少していることを踏まえ、
各産地では米の需要に応じた生産・販売の取組が行われている。

○ 産地において、高価格帯中心の一般家庭用の米を生産する意向が強い一方、買い手においては、低
価格帯中心の中食・外食向けなどにも対応した米生産へのニーズがあり、ミスマッチが生じている。

○ 中国四国地域の令和４（2022）年産主食用米の作付面積は、水田の改廃等に加え、作付転換が行わ
れたことにより、米政策改革開始時の平成30（2018）年産と比べ▲8.71％と減少率は全国平均（同
▲9.74％）とほぼ同水準となっているが、主食用米の需要に応じた生産・販売の推進、水田の有効活
用が課題となっている。

資料：農林水産省「米穀の需給及び価格の安定に関する基本方針」

（単位：ha）
H30年産 R４年産 減少率

① ② ②-①
鳥取県 12,700 12,000 ▲ 700 ▲ 5.51%
島根県 17,200 16,100 ▲ 1,100 ▲ 6.40%
岡山県 29,400 27,100 ▲ 2,300 ▲ 7.82%
広島県 22,900 21,100 ▲ 1,800 ▲ 7.86%
山口県 18,900 16,600 ▲ 2,300 ▲ 12.17%
徳島県 11,200 9,640 ▲ 1,560 ▲ 13.93%
香川県 12,500 10,800 ▲ 1,700 ▲ 13.60%
愛媛県 13,900 13,000 ▲ 900 ▲ 6.47%
高知県 11,400 10,600 ▲ 800 ▲ 7.02%

中国四国 150,000 136,940 ▲ 13,060 ▲ 8.71%
全国 1,386,000 1,251,000 ▲ 135,000 ▲ 9.74%
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（イ） 米の生産コスト

〇 担い手への農地の集積や集落営農組織化を推進し、経営規模の拡大を図る。
※大規模化により生産コストの約25％低減が期待される（個別経営128,145円/10a→経営組織法人96,882円/10a（全国））

〇 米の生産コスト削減に向けて、関係機関と連携し、活用可能な事業のPRや省力栽培技術の導入
等の取組を推進する。

○ 中国四国地域は、中山間地や条件不利農地が多いこと等に加え、経営規模が零細な経営体が多
いことから、農機具費や労働費等の生産コストが高い。

○ 米の生産コスト(10a当たりの全算入生産費)をみると、全国平均が128,145円であるのに対し、
中国四国地域平均は143,414円と、１割程度高い。

【10a当たり全算入生産費及び構成（個別経営）】
（令和３（2021）年産）

【水稲の作付面積規模別経営体数の割合（販売目的）】
（令和４（2022）年）

資料：農林水産省「農業構造動態調査」
注 ：「中国四国」値は「中国」と「四国」の値を合算したものである。

【生産コスト低減に向けた具体的な取組】

資料：農林水産省「農業経営統計調査」

省力栽培技術の導入

（実証例）

労働時間
18.4h/10a→13.8h/10a

《移植》 《直播》

費用（利子・地代は含まない）
103千円/10a→93千円/10a

《移植》 《直播》

（実証例）

田植え作業時間
1.62h/10a→1.15h/10a（補植作業時間の削減）

（実証例）

育苗箱数
15～18箱/10a→5～6箱/10a

①直播栽培

・・・育苗・田植えを省略

②スマート農業技術の活用

・・・営農管理システムにより、作業のムダを発見、手順改善

③密苗栽培
・・・育苗箱の削減・苗継ぎ作業の省力化

13



0

10

20

30

40

50

0

3

6

9

12

15

平8 平13 平18 平23 平28 令3

（千トン）（千ha）

（年産）

はだか麦 六条大麦 二条大麦

小麦 収穫量

14

エ 麦作生産振興

○ 中国四国地域は水稲との二毛作により栽培されることが多く、農業経営の収益性向上・安定に
資する重要な作物である。
○ 栽培面積は年々増加しており、近年の豊作と合わせて生産量が増加していることから、在庫を
多く抱えている状況である。
○ このため、「中国・四国地域麦類の販路拡大等プロジェクト」により需要拡大を推進する。

【中国四国地域における４麦の作付面積及び収穫量の推移】

豊作

瀬戸内地域全体として麦・麦製品のブランド化等を進める
「せとうち麦連合構想」を各県・産地に提案。

製粉・精麦企業、食品メーカー、産地等が一体となって
麦振興に取り組む「瀬戸内麦推進協議会」を令和４年７
月に設立、令和５年８月に一般社団法人化。

中国四国地域が主産地である“はだか麦”に着目し、
「瀬戸内はだか麦」等のブランド活用や、粉やジュレと
いった新たな用途開拓による需要拡大等を推進。

具体策

せとうち島旅フェス＠与島PA
（R5 5/21）出展の様子

中国・四国地域麦類の販路拡大等プロジェクト
～ 「瀬戸内麦推進協議会」の設立 ～
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○ 令和３(2021)年の農作業事故死亡者数は242人であり、前年(令和２(2020)年)と比べて28人減少
している。

○ 就業者10万人当たりの死亡事故者数は10.5人と、他産業に比べ依然として高い状態にある。
○ 年齢別にみると、65歳以上の高齢者の割合が85％を占め、引き続き高い水準で推移している。

③ 農作業安全の推進

○ あらゆる機会を活用し、農業者に対する声かけ等を実施する。特に乗用型トラクターによる「機
械の転落・転倒」による死亡事故者数が多くなっており、シートベルトの着用の推進を図る。

○ 農業者への声かけ等の実施に際し、各県農作業安全指導員、本局・県拠点職員の説明資料として、
引き続き『中国四国「＋（プラス）安全min」』を作成し、周知を図る。

『中国四国「＋（プラス）安全min」』：https://www.maff.go.jp/chushi/seisan/anzen/index.html

就業者10万人当たり死亡事故者数の推移

農業（農業従事者数ベース）

建設業

全産業

農作業事故死亡者数の推移

資料：農林水産省「農作業死亡事故調査」

Ｒ元

資料：死亡者数 農 業：農林水産省「農作業死亡事故調査」
他産業：厚生労働省「死亡災害報告」

就業者 農 業：農林水産省「農業センサス、農業構造動態調査）
他産業：総務省「労働力調査」

R元



注：１ 畜産クラスター事業とは、畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業。
２ TMRセンターとは、牛が必要とする全ての栄養素をバランスよく含んだ飼料(TMR:Total Mixed Ration)を調整し、畜産農家の庭先まで配送する外部支援組織。
３ ＣＢＳとは、キャトルブリーディングステーション（共同母牛繁殖管理、共同哺育・育成管理施設）。
４ ＣＳとは、キャトルステーション（共同哺育・育成管理施設）。
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引き続き、畜産・酪農の競争力強化や収益性の向上、生産基盤の強化を図るため、①畜産クラスター事業の推進による生産基
盤の強化、②ＩＣＴ、搾乳ロボット、外部支援組織等(ＴＭＲセンター、コントラクター、ＣＢＳやＣＳ)の活用による生産性の
向上や労働負担の軽減、③性判別受精卵・精液を活用した優良牛の確保、④国産飼料(稲WCS、飼料用米、青刈とうもろこし、子

実とうもろこし等）の生産・利用拡大、エコフィードの利用、放牧の活用等による飼料自給率の向上を推進する。

〇 中国四国地域における飼養頭数は、畜産クラスター事業等の補助事業の活用による生産基盤の強化等により全
畜種とも増加傾向で推移してきたが、令和５年は乳用牛及び採卵鶏が減少に転じた。なお、一戸当たりの飼養頭
羽数は、全畜種とも増加傾向で推移している。

〇 また、乳用牛成牛100頭以上の飼養割合は、都府県平均を大きく上回っており、大規模化が進展している。

（２）畜産・酪農の生産基盤の強化

乳用牛飼養頭数（中国四国） 肉用牛飼養頭数（中国四国）

乳用牛成牛100頭以上飼養している割合の推移

資料：農林水産省「※畜産統計」※Ｒ２年より統計手法が変更された。（H31年（新）は変更後の統計手法による値を参考値として併記）
注： 乳用牛成牛100頭以上飼養している割合は、乳用牛（成畜及び子畜）を100頭以上飼っている農家の飼養頭数の割合である。

肉用牛繁殖雌牛飼養頭数（全国及び中国四国）



資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成

資料：財務省「貿易統計」を基に中国四国農政局作成

（参考）中国四国地域の税関を通関した農林水産物・食品の輸出額の推移

３ 農林水産物・食品の輸出力強化、食品産業の強化
（１）農林水産物・食品の輸出力強化
① 輸出の動向

農林水産物・食品の輸出額の推移（全国）

注：資料は、中国四国地域における農林水産物・食品の輸出傾向の指標の一つとして
参考に作成したものであり、農林水産物・食品の輸出の際に地域以外の税関を通
関したケース等があり、中国四国地域において生産された農林水産物・食品の輸
出総額にはならない。

○ 中国四国地域における農林水産物・食品の輸出額上位の税関(2022年）

下関 127億円 [うち畜産物 51億円 （40％）]

宇和島 60億円 [うち水産物 60億円（100％）]

広島 53億円 [うち畜産品 47億円 （89％）]

政府の輸出促進政策
○ 2019年11月、輸出先国による食品安全規制等に対応するため、輸出先国との協議等

について、政府一体となって取り組むための体制整備等を内容とする「農林水産物及

び食品の輸出の促進に関する法律」が成立した（令和2年4月1日施行）。

○ 食料・農業・農村基本計画（令和2年3月31日閣議決定）において、2030年までに農林

水産物・食品の輸出額を５兆円とする目標を設定した。

○ 2020年12月、総理大臣を本部長とする「農林水産業・地域の活力創造本部」において

「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を決定した。

○ 2022年5月、「農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律等の一部を改正する

法律」が成立（令和4年10月1日施行）。改正法の成立を受け、2022年6月、 「農林水産

業・地域の活力創造本部」において「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を改訂した。

〇 2022年12月、「食料安定供給・農林水産業基盤強化本部」において

「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を改訂した。

注：新たな輸出額目標（2025年２兆円、2030年５兆円）については、少額貨物等を含めて
設定したことから、2020年より少額貨物等を加えた輸出額を公表。
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○ 我が国の農林水産物・食品の輸出額は平成25（2013）年から10年連続で増加、令和３（2021）
年は初めて１兆円を突破し、令和４（2022）年は１兆4,140億円であった。

＋3.4％
（前年同期比）

＋9.3％
（前年同期比）

＋14.2％
（前年同期比）



③ 中国四国農政局の輸出に向けた取組

○ 輸出は、国内販売と異なり、各種手続き、輸出先国の規制、言語のハードル、独特の商流が存在するため、継続的な成果を出
すことが課題である。

○ 平成30(2018)年８月31日に農林水産物・食品の輸出を意欲的に取り組もうとする生産者・事業者等のサポートと連携を図る
「GFPコミュニティサイト」を立ち上げた。

○ GFP(ジー・エフ・ピー)とは、 Global Farmers / Fishermen / Foresters / Food Manufacturers Projectの略称であり、農
林水産省が推進する日本の農林水産物・食品の輸出プロジェクトである。

【牡蠣意見交換会の様子】

農林水産物・食品の輸出を2025年までに２兆円、2030年までに５兆円という目標達成のため、上記の取組を実施する。
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GFP登録者へのサービス提供

・専門家による無料の輸出診断

・課題解消に向けてのフォローアップ

・GFPコミュニティサイトにおいて事業者の商品やサービスを発信

・各地域、品目、業種毎のイベント・交流会の開催

・輸出に関連する各種情報の提供 等

GFPへの登録状況（令和５(2023)年８月末現在）

区 分 登録者数(全国) うち中国四国

② GFPの取組

農林水産物食品事業者

うち訪問診断完了数

流通事業者、物流事業者

合 計

4,478

701

3,685

8,163

486

67

179

665

〇 中国四国地域において農林水産物等の輸出促進を図るため、各県及び関係機関を幹事とする協議会を設置した（平成20（2008）年）。
総会又は幹事会を開催し、各機関から輸出の取組や支援策等について情報共有を行った。

○ 輸出産地・事業者の支援を伴走型で進めるため、令和４(2022)年より専門的知見を有する職員を「輸出産地サポーター」として配置し
た。
令和４（2022）年１月４日に農政局内に「中国四国農政局輸出産地等支援プロジェクトチーム」を設置した。
２月10日に関係機関と連携した「中国四国地域輸出産地等支援ネットワーク」を構築した。

〇 令和５(2023)年９月７日に「牡蠣の輸出拡大のための意見交換会」、９月14日に「農林水産物・食品
の輸出入門セミナー」を開催した。

○ 各種補助事業により、加工施設等の施設整備、輸出産地の形成、国際的認証の取得等を支援している。

○ 中国四国地域の輸出取組事例を収集・紹介するほか、「輸出に取り組む優良事業者表彰」において
優良な取組に対し中国四国農政局長賞を授与された。

○ 東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う食品等に係る諸外国・地域への輸出証明書発行、水産物の衛生証明書発行、自由販売証明書
発行、GMP証明書発行、区域指定及び施設認定に関する業務を実施している。



輸出拡大実行戦略に基づく輸出産地リスト
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品目 品目の詳細 輸出産地名 産地のエリア 輸出事業計画の策定者 所在地

ぶどう ぶどう 岡山県 県内全域 全農岡山県本部 岡山県岡山市

ぶどう ぶどう 広島県 県内全域
広島県果実農業協同組合

連合会
広島県竹原市

もも もも 岡山県 県内全域 全農岡山県本部 岡山県岡山市

かんきつ かんきつ 広島県 県内全域
広島県果実農業協同組合

連合会
広島県竹原市

かんきつ かんきつ 山口県 県内全域
やまぐちの農林水産物

需要拡大協議会
山口県山口市

かんきつ
ゆず、すだち、ゆ
こう、はっさく

徳島県
阿南市、美馬市、
三好市、上勝町、

那賀町 他

西地食品有限会社、株式
会社阪東食品、株式会社

黄金の村

徳島県阿南市、
上勝町、那賀町

かんきつ かんきつ 愛媛県 県内全域
えひめ愛フード

推進機構
愛媛県松山市

かんきつ ゆず、ゆず果汁 高知県 県内全域 高知県農業協同組合 高知県高知市

いちご いちご 高知県 幡多地区
高知県農業協同組合
中村支所おおきみ部会

高知県四万十市

かんしょ・
かんしょ
加工品

なると金時
徳島県

徳島・鳴門・
松茂地域

徳島市、鳴門市、
松茂町

㈱農家ソムリエーず 徳島県徳島市

その他の
野菜

レタス類 香川県 観音寺市 大平やさい株式会社 香川県観音寺市

切り花 グロリオサ 高知市 高知市 高知市農業協同組合 高知県高知市

茶 茶 高知県 全域 JA高知県 高知県高知市

製材 外構材 高知
高知県全域、徳島
県三好市、那賀町

高知米国市場開拓協議会 高知県仁淀川町

合板 － 株式会社日新
鳥取県、徳島県、

三重県
－ －

ぶり ぶり類 香川県 県内全域 香川県漁業協同組合連合会 香川県高松市

ぶり ぶり類 愛媛県 県内全域

愛媛県
辻水産(株)

秀長水産(株)
ビージョイグループ

イヨスイ(株)
(株)ヨンキュウ
(株)ダイニチ

(株)宇和島プロジェクト
愛媛県漁業協同組合

愛媛県松山市、
宇和島市等

ぶり ぶり類 高知県 大月町 サンライズファーム(株) 山口県下関市

たい まだい 愛媛県 県内全域

愛媛県
愛南漁業協同組合

辻水産(株)
秀長水産(株)

ビージョイグループ
イヨスイ(株)

(株)ヨンキュウ
(株)ダイニチ

(株)宇和島プロジェクト
愛媛県漁業協同組合

愛媛県松山市、
宇和島市等

品目 品目の詳細 輸出産地名 産地のエリア 輸出事業計画の策定者 所在地

真珠 真珠
三重県、愛媛県及び長
崎県並びに兵庫県

三重県、愛媛県
及び長崎県並び

に兵庫県

（一社）日本真珠
振興会

東京都中央区

錦鯉 錦鯉 中国、関西

鳥取県、岡山
県、島根県、広
島県、山口県、
滋賀県、京都

府、大阪府、奈
良県、和歌山県
及び兵庫県

全日本錦鯉振興会
中国地区

広島県世羅町

錦鯉 錦鯉 九州・四国・沖縄

福岡県、長崎
県、熊本県、宮
崎県、大分県、
香川県及び愛

媛県

全日本錦鯉振興会
九州・沖縄地区

福岡県大川市

清涼
飲料
水

清涼飲料水 齋藤飲料工業株式会社 広島県福山市 － －

菓子 菓子 丸京製菓株式会社 鳥取県米子市 － －

菓子 菓子 カバヤ食品株式会社 岡山県岡山市 － －

味噌 － 全国 全国
木桶仕込み味噌

輸出促進コンソーシアム
東京都渋谷区

味噌 － 広島県 全域
金光味噌株式会社
新庄みそ株式会社

広島県府中市
広島県広島市

味噌 － 徳島県 全域 かねこみそ株式会社 徳島県藍住町

味噌 － 香川県 全域
株式会社イヅツみそ
讃岐食品工業株式会社

香川県観音寺
市、高松市

醤油 － 全国 全国
木桶仕込み醤油

輸出促進コンソーシアム
香川県小豆島

町

醤油 － 広島県 全域
川中醤油株式会社

株式会社アサムラサキ
寺岡有機醸造株式会社

広島県広島市、
福山市

醤油 － 山口県 全域 神田味噌醤油醸造場 山口県柳井市

醤油 － 香川県 全域
鎌田醤油株式会社
タケサン株式会社

ヤマロク醤油株式会社

香川県坂出市、
小豆島町

醤油 － 愛媛県 全域 森文醸造株式会社 愛媛県内子町

酒類 － ※国税庁所管のため記載省略

○ 「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」に基づき、主として輸出向けの生産を行う輸出産地をリスト化した。



令和４(2022)年度 中国四国地域の主な農林水産物・食品の輸出品目と輸出先
広島県

愛媛県
品目名 輸出先 輸出額 輸出量

温州みかん
香港ほか
6国・地域 46,188 87.9

中晩柑
香港ほか
8国・地域 61,294 49.0

柿
香港ほか
2国・地域 2,031 3.5 

※ えひめ愛フード推進機構調べ

※ 愛のくにえひめ営業本部調べ

鳥取県

徳島県

岡山県

品目名 輸出先 輸出額

畜産物（オリーブ牛
等）

主に米国 274,045 

青果物
（いちご、かんしょ等）

主に香港、シン
ガポール、タイ 106,357 

加工食品
（うどん、調味料、日本酒
等）

主に台湾 58,848 

その他
（盆栽、オリーブハマチ、
雑貨等）

主にEU、タイ、
中国 21,593 

香川県

※ 徳島県調べ

農産物 内訳（主なもの）

島根県山口県

注：本資料は、県及びＪＡ等の協力により把握した主な農林水産物・食品の輸出額・輸出量等であり、各県の状況を網羅したものではない。

品目名 輸出先 輸出額 輸出量

ぶどう
台湾、香港、
カナダ 2,554 1.0 t

なし 台湾、香港 3,971 7.3 t
柑橘
(はるか)

香港 163 0.5 t

レモン
台湾、香港
マレーシア、
ドバイ

603 1.4 t

鶏卵 香港 1,162,851 4,257 t
日本酒 フランス等 232,000 194 kL

牡蠣
香港、台湾、
シンガポール 1,010,000 1,600 t

※ 広島県調べ
※ 日本酒は令和3年1～12月のデータ、牡蠣は令和3年度のデータ

(千円)

加工食品
シンガポールほか
11国・地域 302,097

林産物
カナダほか
4国 239,380

水産物
中国ほか
6国・地域 3,194,791

(千円) (t)

品目名 輸出先 輸出量

なると金時
香港、台湾、タイ
等 536.4 t

ゆず EU、香港 1.3 t

すだち
EU、香港、
シンガポール

0.4 t

米 香港、米国 122.3 t

品目名 輸出先 輸出額 輸出量

農畜水産物 合計 中国、マレーシア等 3,127,863 ー

農産物 香港、シンガポール、
タイ等 ー 711.8 t

畜産物
(牛肉・鶏肉・鶏

卵)

マレーシア、インド
ネシア、香港等 ー 290.6 t

水産物 中国、米国、台湾等 1,848,114 ー

木材・木材加工品 米国、ドイツ等 350,036 ー

加工食品 EU、タイ、台湾等 509,482 ー

(千円)

(千円)

※香川県県産品振興課調べ

（成約・出荷等に香川県が関与したもの）

品目名 輸出先 輸出額 輸出量

もも 台湾、香港等 55,388 41 t 

ぶどう 台湾、香港等 1,098,448 463 t 

木材
（ヒノキ）

韓国、中国等 667,000 9,798㎥

(千円)

※ 岡山県調べ

品目名 輸出先 輸出額 輸出量

日本なし
主に台湾、香
港、米国 233,088 287

柿 主にタイ 4,784 10
スイカ 香港 6,421 25

(千円) (t)

※ JA全農とっとり調べ

和牛
台湾、香港、タイ、
マレーシア 67,625 11

加工食品
(菓子類)

北米、中国、
オセアニア、EU、韓
国、台湾、香港

599,009 ー

日本酒 主に米国、韓国、中
国、香港、ロシア 177,026 ー

珈琲類 台湾、香港、中国 31,390 ー

※ 鳥取県調べ

(千円)

※島根県調べ

※ 令和4年1～12月のデータを集計

品目名 輸出先 品目数 輸出量

精米 台湾、米国 2 ー

和牛

米国、カナダ、
オーストラリア、
台湾、フィリピン、
ベトナム、ニュー
ジーランド

8 ー

農産加工品
香港、中国、
イタリア 3 ー

日本酒 香港、中国 57 2,595 kL

※やまぐちの農林水産物需要拡大協議会調べ

品目名 輸出先 輸出額

加工食品
米国、台湾、
韓国等 1,884,955

花き
オランダ、
カナダ等 23,324

農産物（米、野
菜、果樹）

香港、米国、
シンガポール等 37,835

畜産物 香港等 134,999

水産物
ベトナム、タイ、
インドネシア等 616,323

木材及び木材
加工品

メキシコ、
中国等 58,938

高知県

※ ジェトロ高知・高知県 貿易実態調査

品目名 輸出先 輸出額

ゆず（果汁含）
フランス、米国、
中国等 744,869

水産物
（加工品除く）

米国、中国、
ベトナム等 219,867

酒類
中国、米国
フランス等 641,592

その他加工品等
シンガポール、
マレーシア、米国等 689,915 

(千円)
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（２）知的財産の保護・活用
～地理的表示（GI）保護制度の活用促進～

〇 地理的表示(GI)保護制度は、地域ならではの特徴的な産品の名称を知的財産として保護する仕組み。同
制度への産品の登録により、模倣品が排除されるほか、登録生産者団体が自らの産品の価値を再認識する
ことで品質管理が徹底されるなどの効果が期待される。

〇 令和５年７月20日現在、全国で132産品が登録され着実に増加している。うち中国四国地域では22産品が
登録された。

〇 日EU・EPAにより日本側GI95産品、EU側105産品が、日英・EPAにより日本側GI47産品、英国側GI３産品が
相互に保護されている。

〇 GIサポートデスク（当省委託機関）と連携し、登録申請に係る支援や制度の周知・理解の促進を図
るとともに、GI産品の輸出促進・販路拡大・付加価値向上を図る。

鳥取砂丘らっきょう
（鳥取県）

大山ブロッコリー
（鳥取県）

こおげ花御所柿
（鳥取県）

大栄西瓜（鳥取県）東出雲のまる畑ほし柿
（島根県）

三瓶そば（島根県） 連島ごぼう（岡山県） 比婆牛（広島県）

豊島タチウオ
（広島県）

大野あさり
（広島県）

福山のくわい
（広島県）

下関ふく（山口県） 美東ごぼう（山口県） 徳地やまのいも
（山口県）

木頭ゆず（徳島県）

香川小原紅早生みかん
（香川県）

善通寺産四角スイカ
（香川県）

伊予生糸（愛媛県） 物部ゆず（高知県）

【登録標章（ＧＩマーク）】

【中国四国地域のＧＩ登録産品（令和５年３月末現在）】

阿波尾鶏（徳島県）

徳島すだち（徳島県） サヌキ白みそ
（香川県）
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（３）食品産業の競争力強化
① 食品等流通の合理化・高度化

○ トラックドライバーの高齢化を始めとする食品流通に係る人手不足が深刻化する中で、国民生
活や経済活動に必要不可欠な生鮮食品の物流の安定を確保するためには、サプライチェーン全体
で合理化に取り組む必要がある。

○ 青果物輸送では、各産地が地元運送会社へ配送手配し、遠隔消費地を中心にベタ積みで輸送す
る場合が多く、トラックドライバーによる荷物の手荷役作業の負担軽減に向けた統一パレット化
やトラック輸送から船舶や鉄道へのモーダルシフトを推進し、物流を持続可能なものとすること
が重要である。

22

「流通２０２４年問題」によるトラックドライバーの拘束時間等（拘束時間１日原則13時間以内、
２日平均で１日９時間以内、休憩時間８時間以上、連続運転時間４時間以内）が制限される状況下
においても、市場・消費者等へ安定的に食品等を届けるため、食品等流通の合理化を図る。

道路貨物運送業の運転従事者数（千人）の推移



② 食品ロス削減・プラスチック資源循環の推進

○ 国内の食品ロス量は年間約523万トンである（令和３（2021）年度推計値）。内訳は、メーカー・スー
パー・レストラン等の企業から279万トン（53%）、家庭から244万トン（47%）となっている。

事業系食品ロス削減に関する目標である、平成12（2000）年度比で、令和12（2030）年度までの半減に向
け、中国四国地域の食品関連事業者に対し電話等による食品ロス削減に向けた個別の働きかけを実施してい
る。

○ 令和元（2019）年５月に策定された「プラスチック資源循環戦略」の”３Ｒ＋Renewable”によるプラス
チック資源循環を推進するため、各種会議等の機会を捉えて積極的に情報発信を行っている。

○ 食品製造業者や食品小売業者に対する個別の働きかけを継続するとともに、フードバンク団体や自治体、
食品関連事業者との意見交換等を行い、食品ロス削減を推進する。

○ 食品関連事業者への情報発信や問い合せへの対応など、関係省庁と連携してプラスチック資源循環を推
進する。

〇フードバンク活動の促進

令和４年度は、フードバンク団体、食品関連企業
等が参集する情報交換会へ参加（中国４回、四国４
回）し、課題や改善策等について意見交換を行った。

〇プラスチックに係る資源循環の促進等に関する新
法（令和４年（2022）４月１日施行）
製品の設計からプラスチック廃棄物の処理までに

関わるあらゆる主体（市町村、製造販売事業者、排
出事業者）の再資源化に資する資源循環等の促進に
向け、①プラスチック廃棄物の排出の抑制、環境配
慮設計、②ワンウェイプラスチックの使用の合理化、
③プラスチック廃棄物の分別収集、自主回収、再資
源化 等を定める。

〇プラスチック製買物袋有料化

消費者のライフスタイル変革を促すため、容器包
装リサイクル法の省令を改正し、令和２（2020）年
７月１日から全国でプラスチック製買物袋の有料化
を義務化。

〇商慣習の見直しと消費者に対する啓発
・常温流通の加工食品について、納品期限の緩和、
賞味期限の年月表示化、賞味期限の延長を三位一体
で推進。令和４（2022）年10月30日現在の管内の取
組済み又は予定している事業者は22。（公表同意の
み）
・10月の食品ロス削減月間の取組として、鳥取県及
び島根県で開催された男女共同参画推進プロジェク
ト研修会において、食品ロス削減の重要性等につい
て啓発を行った。
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食品ロス削減の取組例 プラスチック資源循環の取組



４ 「みどりの食料システム戦略」の実現に向けた政策の推進

○ 戦略の実現に向けた取組を後押しするため、令和４（2022）年５月に「環境と調和のとれた食料シ
ステム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律」（みどりの食料システム法）が制
定され、７月に施行された。

○ 同法に基づき各県と市町村が共同で策定する「基本計画」を令和４（2022）年度中に全県で策定
し、令和５（2023）年度から本格的な運用がスタートした。

〇 農政局では、各部横断的な推進チームを設置し、農政局本局と各県拠点が連携して、管内への周知
や戦略実現に向けた各地域の取組に対する支援を推進している。

（１）みどりの食料システム戦略の推進

令和５年度から県による農業者の計画認定が本格的にスタート。税制特例や計画認定・
特定区域設定に対する補助事業の優先採択等のメリット措置により支援している。

それぞれの地域で、みどり法に基づく取組を
主体的に進めていただくため、

地方自治体の基本計画作成を促進
○高知県が管内初の基本計画を公表
（令和５年２月10日）

○令和４年度中に全県で基本計画を策定

○うち2県６市町で特定区域（モデル地区）
が設定され、地域ぐるみでの取組を促進

みどりの食料システム法 施行（令和４年７月1日）

溶液ろ過装置可変施肥田植機色彩選別機

生産現場の環境負荷低減を効果的に進めるため、
現場の農業者のニーズも踏まえ、

環境負荷低減に役立つ技術の普及拡大等
を図る事業者（基盤確立事業実施計画）を認定

○令和５年９月時点で、全国で55事業者を
認定（管内で11事業者）
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（２）みどりの食料システム構築に向けた地域の事業活動

みどりの食料システム戦略の実現に向け、管内各県で農業者の行う化学肥料・化学農薬の使用低減
や温室効果ガスの排出量削減等に係る環境負荷低減事業活動計画を認定し、税制特例、農業改良資金、
みどりの食料システム戦略推進交付金をはじめとした各種補助金の優先採択等により、総合的に支援
を行っている。

○みどり認定による事業活動の事例 （香川県観音寺市） ○みどり交付金を活用した地域の取組事例 （島根県浜田市）

にんじん機械化一貫体系
（収穫作業）

取組概要

島根県浜田市は、令和４年度から、有機農業の推進に
向け、①井関農機(株)、楽天農業(株)などの企業と連携し
たフードバリューチェーンの構築、②消費者ニーズに応じ
た作物づくりと地域内エネルギー循環の構築、③有機給食
などを通じた地元消費（地産地消）の拡大などに取り組み、
持続可能な生産体制の確立を目指し、令和５年４月にオー
ガニックビレッジ宣言を行った。

取組成果

①有機にんじんの機械化一貫体系の実証
により作業の省力化が図られた。アイ
ガモロボによる水田抑草技術を用いた
実証を通じ、実装に向けた課題が明確
となった。

②地域内の野菜残渣と地元漁港で水揚げ
された未利用魚等による堆肥を活用し
た地域内循環の取組が始まった。

③市内の小中学校を中心に、有機ＪＡＳ
認証が取得できない期間の農産物を使
った有機給食を提供し、子どもたちの
食育や環境意識の醸成が図られた。

堆肥
左:野菜残渣
右:野菜＋未利用魚残渣

経営概要

栽培品目：レタス、スイートコーン、水稲
経営面積：4.9ha（うち取組面積：1.3ha）

認定者

株式会社 やさいや

取組概要

主力品目のレタスにおいて、下記の環境負荷低減事業活
動に取り組む。
①稲わらや、ソルゴーなど緑肥作物のすき込みによる土づ
くりと、有機質肥料の施用や生物農薬、フェロモン剤の
利用による化学肥料・化学農薬の使用低減
〔現状0.2ha⇒目標1.3ha〕

②生分解性マルチフィルムを使用した栽培によるプラス
チック資材の排出抑制〔現状1.3ha⇒目標1.3ha〕

認定に至ったきっかけなど

・経営の柱であるレタス栽培で、有機質肥料を施用した栽
培を進めていたところ、県職員からみどり認定の働きか
けを受け、取り組んだ。

・本制度に認定されたことで、消費者に対して、生産物の
安全性をアピールすることができ、販売力のさらなる強
化が図れると考えている。
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取組件数及び取組面積の推移 支援対象取組別の取組面積（令和４（2022）年度）

資料：農林水産省農産局調べ
注：取組面積は表示単位未満を四捨五入したため、中国四国計と県の合計が一致しない場合

がある。

資料：農林水産省農産局調べ
注１：「-」･･･事実のないもの。
２：表示単位未満を四捨五入したため合計値と内訳の計が一致しない場合がある。

（３）環境保全型農業直接支払制度の推進

〇 中国四国地域の取組面積は、令和４（2022）年度は3,974haであり、前年度に比べ87ha（２％）増
加した。

〇 また、支援対象取組組面積は、堆肥の施用が最も多く、次いで有機農業、カバークロップ とな
る。地域別には、中国地域では堆肥の施用、四国地域では有機農業が多くなっている状況である。
※注 カバークロップ：主作物の栽培期間の前後のいずれかに緑肥を作付けする取組。

令和４（2022）年度からは、これまで「国際水準ＧＡＰの実施」としていた事業要件を、みどりの食料
システム戦略を踏まえ、「みどりのチェックシートに定められた持続可能な農業生産に係る取組を実施す
ること」に変更した。また、有機農業に新たに取り組む農業者の受け入れ・定着に向けた技術指導等の活
動（取組拡大加算）が新たに支援対象に追加された。
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〇 農業現場の担い手・人手不足、ほ場条件の制約等の課題や新型コロナウイルス感染症の拡大に伴
う労働力不足を解消し、生産性を飛躍的に向上させるためには、近年発展が著しいロボット、AI、
IoT等の先端技術を活用した「スマート農業」の取組に期待が高まっている。

〇 このため、先端技術を実際の生産現場に導入して技術の導入による経営改善の効果を明らかにす
る「スマート農業実証プロジェクト」を令和元（2019）年から実施（国立研究開発法人農業・食品
産業技術総合 研究機構が課題選定～進行管理実証期間は２か年度）しており、管内では、22地区
が実証を終えており（令和元（2019）年、２（2020）年度採択。うち４地区は労働力不足の解消に
向けたスマート農業実証。）、５地区が実証中である（令和４（2022）年、５（2023）年度採択）。
なお、全国では、182地区が実証を終了し、35地区で実証中である（令和元（2019）年度69地区、令
和２（2020）年度79地区、令和３（2021）年度34地区、令和４（2022）年度23地区、令和５
（2023）年度12地区）。

５ スマート農業の推進

資料：中国四国農政局作成

○ 農業者をはじめ関係者に向けたスマート農業技術に関する情報発信を行っている（スマート農業推
進フォーラムの開催、スマート農業実証プロジェクトの実証地区による情報発信）。

○ スマート農業技術を有効活用し、農作業の代行を行う「農業支援サービス事業」の推進に向け、補
助事業によるスマート農業機械の導入支援、サービス事業者のホームページでの紹介を行っている。

○ 中国・四国の各地域の国の出先機関等で構成されるSociety5.0の実現に向けた連携協力体制を構築
し、地域の課題解決に向けた取組を推進している。
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【管内で実証中の地区】

採択年度 県名 市町村名 対象品目 実証経営体 実証課題

令和５年度

広島県 庄原市 稲WCS、青刈りとうもろこし (有)トールファーム、(株)vegeta、(株)夢創
庄原市におけるスマート農業技術を活用した持続可能な地域資源循環型
農業

徳島県 鳴門市 さつまいも (株)ＪＡ里浦ファーム
栽培条件分析に基づくスマート農業技術による生産性の高い砂地畑農業
体系の実証

令和４年度

島根県 大田市 放牧 かわむら牧場
荒廃農地の再生による環境保全効果と生産性の高いスマート放牧体系の
実証

愛媛県 八幡浜市 みかん JAにしうわ真穴共選スマート農業研究会 スマート技術導入による日本一の温州ミカン産地持続モデル実証

高知県 北川村 ゆず (株)土佐北川農園ほか
高知県安芸地区におけるローカル５Ｇの活用によるゆず生産スマート化
実証



クローラー式ロボットトラクタ
（笠岡市）

スマート農業技術実証報告会
(令和元（2019）年・倉吉市)

資料：中国四国農政局作成

キャベツ収穫機
（庄原市）

ドローン（農薬散布）
（赤磐市）

ロボットトラクタ
（赤磐市）

直進キープ田植え機
（四万十町）
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【実証期間を終えている地区】

採択年度 県名 市町村名 対象品目 実証経営体 実証課題

令和３年度

広島県 世羅町 梨 農事組合法人世羅幸水農園
大規模果樹生産法人による収穫作業自動化によるスマート農業生産体系の一気通貫化とスマート農機のロバス
ト化

広島県
島根県

【広島】
庄原市、東城町、三
次市
【島根】
出雲市、松江市、奥
出雲町

キャベツ、水稲、白大豆、大
麦等

（同)重原農園、(株)vegeta、(株)宇惠ファーム、農事組合法人
くまの、村岡農園、白根りんご農園、ファームナガタ84、農縁
たねまき、(株)勝部農産、カンドーファーム(株)、(有)コスモ
二十一、(株)いづも農縁

多品目広域連携で実現させる「AaaS（農業版MaaS）」によるAI農機シェアリング

令和２年度

鳥取県 南部町 水稲、白ネギ、小麦、大豆 (株)福成農園、(同)清水川
次世代につなぐ水稲・白ネギを柱にした中山間地域水田複合経営モデルの実証～農業の「ユニバーサルデザイ
ン化」・「データの見える化」を目指して～

島根県 出雲市 ぶどう 浅津英雄、伊藤康浩
｢ハウス環境自動制御による加温栽培ぶどうの栽培・販売体系改善｣及び｢ぶどう栽培匠の技を次世代に継承す
るためのVR学習システム開発｣の実証

岡山県 笠岡市
キャベツ、タマネギ、カボ
チャ

(有)エーアンドエス 加工・業務用野菜の省力・精密化で国内需要に応えるスマート農業一貫体系の確立

広島県 庄原市 酪農 有限会社トールファーム 搾乳ロボット併用「ハイブリッド酪農」による労働力不足の解消と労働生産性の向上に向けた実証 （※）

徳島県 鳴門市 れんこん 仲須農園
小規模分散ほ場の集積で産地を守る。一括ほ場管理と作業分担で「もうかるレンコン」スマート栽培体系の実
証

徳島県 石井町 ミニトマト みのるファーム株式会社 ミニトマト栽培におけるスマート農業技術を活用した省力・軽労化体系の実証 （※）

香川県 さぬき市
キャベツ、ブロッコリー、葉
ネギ

株式会社さぬきベジファーム 狭小な水田における秋冬露地野菜省力生産技術の実証 （※）

愛媛県 西条市 たまねぎ、レタス、キャベツ (株)サンライズファーム西条 スマートフードチェーンによる野菜生産強靭化の実証

高知県 北川村 ゆず (株)土佐北川農園 柑橘の超省力・早期成園化実証を通した持続的中山間農業構築モデル事業

高知県 三原村 ゆず (公財)三原村農業公社 ユズの大規模生産におけるスマート農業を活用した労働力不足解消実証 （※）

令和元年度

島根県 出雲市
水稲、大麦、ハトムギ、キャ
ベツ、タマネギ

㈲グリーンサポート斐川
担い手農地集積率80％からの挑戦 !!「更なる水田フル活用による耕地利用率125％・後継者への技術継承」に
向けたスマート農業実証

岡山県 赤磐市 水稲 株式会社ファーム安井 中山間地域における水稲栽培の地域営農利潤を最大化するスマートアグリシステムの確立

岡山県 真庭市 水稲、小麦、ＷＣＳ用稲 農事組合法人寄江原 集落営農法人による持続可能な中山間地域営農体系の実証

広島県 東広島市 米、青ネギ、アスパラガス 農事組合法人ファーム・おだ 中山間水田複合作における省力化と新しい品種、販路等へ挑戦するスマート農業技術活用体系の実証

広島県 庄原市 キャベツ 株式会社vegeta
広島型キャベツ100ha経営スマート農業化プロジェクト（～管理職いらずの“フラット組織”と“小規模水田
適応機械”で、中山間地に新たな「省人大規模経営モデル」を生み出すシステムの提案～）

広島県 大崎上島町 レモン 松岡農園、株式会社ルーチャード、山彦農園 レモンにおけるスマート農業機械等の一貫作業体系の実証

山口県 萩市等 水稲 農事組合法人むつみ、農事組合法人うもれ木の郷 中山間地域における連合体の育成を見据えた集落営農法人の経営体質強化・次世代人材の育成

香川県 善通寺市 葉ネギ ㈱尾野農園 都市近郊小面積多筆数水田での加工業務用葉ネギ栽培のスマート実証農場

愛媛県 八幡浜市 ミカン ＪＡにしうわスマート農業研究会 未来型柑橘生産に向けたAI等先端技術の導入によるスマート営農体系の実証

高知県 四万十町 水稲 営農支援センター四万十株式会社
平成31年度政府予算案及び平成30年度補正予算政府案に基づく、自動運転トラクターやドローンを活用した中
山間地水田作のスマート農業技術体系の実証

※｢労働力不足の解消に向けたスマート農業実証｣に採択された地区。実証期間は１ヶ年度。



６ 食の安全と消費者の信頼確保

（１）病害虫の侵入・まん延の防止

【管内各県が発表した警報、注意報】
（令和４年１０月以降）

警 報 なし

注意報 20件（全国129件）
＜主な注意報＞

・稲のいもち病（３件）
・稲の斑点米カメムシ類（４件）
・タマネギ、ネギのベと病（４件）

警報：重要な病害虫が大発生することが予測され、
かつ、早急に防除措置を講ずる必要がある場
合に発表

注意報：警報を発表するほどではないが、重要な病害
虫が多発することが予測され、かつ、早めに防除
措置を講じる必要がある場合に発表

○ 病害虫のまん延は深刻な農業被害をもたらし、食料の安定供給及び国民生活に重大な影響を及ぼすこと
から、国内に存在しない（もしくは国内の一部のみに存在する）病害虫の侵入・まん延、国内で発生する
病害虫の発生・まん延を防ぐことが重要である。

○ 化学農薬のみに依存した防除では、温暖化等により病害虫の発生地域が拡大し発生量も増加しているこ
と、病害虫の薬剤耐性が発達してきていることから、いずれ防除に困難をきたすおそれがある。

○ 侵入病害虫の早期発見・防除のため、侵入調査や緊急防除の対応強化を図るとともに、国内における病
害虫防除では、化学農薬のみに頼らない「総合防除」を推進している。

【侵入を警戒すべき重要病害虫】

トマトキバガ
(幼虫） 被害を受けた葉や果実

・ミカンコミバエ種群
・アリモドキゾウムシ
・トマトキバガ 等 ３８種

1cm

国内に存在しない、若しくは国内の一
部に存在し、まん延した場合に重大な被
害を与えるおそれが高いもの。

トマトキバガは令和３年に九州で初確
認。令和４年５月以降、管内８県でト
ラップへの誘殺を確認。

【病害虫の「総合防除」の推進】

従来のような発生後の防除のみならず、病害虫の性
質に応じた予防策を平時から導入し、発生しにくい生
産条件を整備

改正植防法(令和５（2023）年４月施行)に基づく各県の総合防除計画策定にあたり、素案の確認や問い合
わせへの対応等を行い、計画策定を支援している。香川県(令和５（2023）年３月）、広島県（同年10月）
が策定している。

予防
（病害虫が発生

しにくい生産
条件の整備）

判断
（防除要否及び
タイミングの

判断）

防除
（多様な防除方

法を活用した
防除）

・健全種苗使用
・病害虫の発生
源の除去
・抵抗性品種の
導入
・防虫ネットの
設置
・土壌や培地の
消毒 等

防虫ネット

・発生予察情報
の活用

・病害虫や天敵
の発生状況の
観察 等

●多様な防除資
材の活用
・天敵、紫外線
ライト 等
●適切な使用方
法による防除
・化学農薬の
ローテーショ
ン散布 等
●その他の物理
的防除
・被害を受けた
葉、果実等の
除去 等
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備前市では

（２）食育の推進と食文化の保護・継承

○ 食育基本法（平成17年７月施行）に基づき、国、地方公共団体及び関係事業者等はそれぞれ食
育の推進に関する責務を果たすことが求められ、都道府県及び市町村においては食育推進計画の
作成が努力義務となっている。
関係者の連携・協働の下に、地域の特性を生かした様々な取組が展開されている。

○ 農林水産省では、地域における食育活動を支援するとともに、食育関係者の取組の周知及び優
れた取組の全国展開を目的として表彰事業を実施。第７回食育活動表彰（令和４年）では管内で
１団体が受賞された。

取組事例（令和４年度交付金活用）

① 食育の推進

食育推進計画、食育活動表彰等

県名
県

計画作成率
（％）

市町村
計画作成率
（％）

鳥取県 100.0 89.5
島根県 100.0 94.7
岡山県 100.0 100.0
広島県 100.0 100.0
山口県 100.0 100.0
徳島県 100.0 87.5
香川県 100.0 100.0
愛媛県 100.0 100.0
高知県 100.0 97.1

香川県坂出市
学校給食における地場産物等活用の促進
「高校生による地場産物を活用したメニュー開発」

令和４年度の学校給食センター開業を契機として、学校給
食における地場産物の使用割合を高めるため、これまでの物
資調達や配送方法を見直し、地域の生産者から調達した青果
物を学校現場における「生きた教材」として、より効果的に
子どもたちに伝えることを目的に、高校生が地場産物を使用
した給食メニューを開発する取り組みを実施。メニューを試作する様子さぬきひめの収穫体験

食育推進計画作成状況（令和５年３月末時点） 第７回食育活動表彰（令和４年）管内受賞事例

ボランティア部門【食生活改善推進員の部】消費・安全局長賞
岡山県 備前市栄養委員会

「災害時の食に備える普及啓発活動」

小学生と備蓄食品体験学習

パッククッキングの
良さを実感

備前市では災害への危機意識が低いことが課題
だったため、子どもから大人まで、生きる力を身
につけることができるよう普及・啓発活動を実施。
家庭でローリングストックやパッククッキング

を活用し、災害時でも栄養バランスが良くなる食
事法を周知。
また、小学生を対象に、ハザードマップの見方

の学習や備蓄食品を使用した調理実習を実施。

※ローリングストック：普段食べ
慣れている食品を多めに買って
「備える」「食べる」「食べた分
を買い足す」ことで備蓄すること

※パッククッキング：食材を耐熱性のある
ポリ袋に入れ、鍋等で加熱する調理法

香川県
農林漁業体験機会の推進

「産地体験交流会～知ろう！食べよう！地元の食～」

親子を対象に生産者との交流を含んだ収穫体験等の活動を
行うとともに、調理実習により栄養や食べ方、郷土料理の伝
承や地産地消について学ぶ機会を創出。
生産者と交流し、栽培方法や収穫方法等について直接話を

聞いたことにより、産地の状況や栽培の苦労などを学び、農
業への理解が向上。
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「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の推進

○ 第４次食育推進基本計画では、デジタル技術の進展・普及の加速化や、新型コロナウィルス感染
症の影響が長期化する中で、SNSの活用やインターネット上でのイベント開催、動画配信、オンラ
インでの非接触型の食育の展開などを推進している。

○ 中国四国農政局でも、動画配信と実践を組み合わせた「食育セミナー」等、「新たな日常」やデ
ジタル化に対応した食育の取組を実施している。

近年、調理時間の減少や子どもの魚離れが進行しており、家庭
内調理の機会を増やしていくため、動画配信と実践を組み合わせ
ながら、魚のおろし方や調理を体験できる機会を提供。
令和５年３月水産庁が募集した「海業（うみぎょう）振興モデ

ル地区」に選定された愛南町（愛媛県）において、第６回食育活
動表彰消費・安全局長賞を受賞した「愛南町ぎょしょく普及推進
協議会」にご協力いただき開催。
参加者からの感想は、「貴重な体験ができた」「もっと多くの

人に参加してほしい」など。

◆日時：令和５年８月５日（土）
◆会場：愛媛県 愛南町地域産業研究・普及センター
◆参加人数：会場８名、オンライン21名
◆実施内容：
【疑似体験】情報端末を使ってアプリケーション

「真鯛の三枚おろしに挑戦」でゲーム大会
【リアル体験】包丁を使って「真鯛の三枚おろし」体験
【調理体験】おろした真鯛を使って「鯛カツバーガー」づくり

食育セミナー
～真鯛の三枚おろしゲーム大会で楽しくぎょしょく～

◆日時：令和５年１月27日（金）
◆会場：ＮＰＤ貸会議室 岡山高島屋
◆参加人数：会場16名、オンライン94名
◆実施内容：
【第１部】事例発表
ＪＡ東とくしま
「食農交流拠点としての産直」
㈱マルイ
「マルイが目指すＳＤＧｓ～実践事例を踏まえて～」
香川短期大学
「地域の食育活動を通じた栄養士の養成」

【第２部】パネルディスカッション
テーマ「持続可能な食と環境を支える食育活動の実践に向けて」

会場とオンラインでの参加を組み合わせた食育イベントを開催。
第１部の事例発表では、「持続可能な食と環境を支える食育活

動の実践に向けて」というテーマに即し、生産、流通、教育の立
場から取組を実践されている３つの事例を紹介。
第２部のパネルディスカッションでは、（１）環境に配慮した

農業・農産物に関する消費者の意識をどう受け止めているか、食
育活動を通じてみられる消費者の反応、意識や行動の変化、
（２） 消費者の行動変容に結びついたと思われる食育活動の工
夫やノウハウ、ヒント、などについて議論。

食育推進セミナー
～持続可能な食と環境を支える食育活動の実践に向けて～
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② 食文化の保護・継承

地域の食文化の保護・継承 ～うちの郷土料理～

■地域ごとの有識者により郷土料理を選定し、関連情報のデータ
ベース化等を実施（中四国管内では、258品目を選定）

■ メニュー・レシピだけでなく、郷土料理が生まれた地域の風土
や暮らしを「エリアストーリー」（記事、画像、動画）として記録

和食文化継承リーダーの育成 （人材育成）

■幼稚園・保育所・小学校等の栄養教諭等や地域で子どもたちに和食文化継
承活動を行っている人を対象に、次世代の子どもたちに和食文化を伝える
中核的な人材（和食文化継承リーダー）を各都道府県に育成

■ 令和元（2019）から令和４（2022）年度にかけて、各都道府県で実施
中国四国地域は、87名認定（全国910名認定）

■ 令和５（2023）年度の研修は、全都道府県を対象に実施中

■和食文化継承リーダーになるには？
以下の全ての課程を修了した受講生に対して、認定証を発行
基礎研修
▽

実践研修
▽

実地研修
▽

認定証発行
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〇 平成25（2013）年12月、「和食;日本人の伝統的な食文化」がユネスコ無形文化遺産に登録された。
〇 海外における日本食レストランの増加や訪日外国人観光客からの日本食、郷土料理を食べること
への期待など、世界から和食は注目されている。一方、国内では食の多様化や家庭環境の変化が進
む中、和食文化の保護・継承が課題である。

〇 地域固有の多様な食文化を保護・継承するため、令和元（2019）年度から令和３（2021）年度ま
での３か年で、全国各地の郷土料理の歴史やレシピ、地域の背景等をデータベース化し、公表した。

〇 また、子どもたちや子育て世代に和食文化を伝える中核的な人材「和食文化継承リーダー」を育
成するための研修を実施中である。

平成 25 年（2013）12 月に、「和食；日本人の伝統的な食文化」がユネスコ無形文化遺産に登録され、
令和５（2023）年12月に10年を迎える節目となることから、引き続き和食文化の保護・継承を推進する。

とうふちくわ（鳥取県） 柿なます（島根県） ママカリの酢漬け（岡山県）

かきの土手鍋（広島県） 瓦そば（山口県） そば米雑炊（徳島県）

しょうゆ豆（香川県） 鯛めし（愛媛県） 田舎ずし（高知県）
出典：農林水産省「うちの郷土料理」

画像提供元 : 今治市観光課



地域計画は、農業経営基盤強化促進基本構想を策定している市町村が、市街化区域以外の農業上
の利用が行われる区域を対象に、令和５（2023）年４月から２年間で策定することとなった。農政
局では、作成を後押しするため、必要な経費の補助や先行事例の情報共有等の支援を行っている。

地域計画（目標地図）の策定までの流れ

３３

７ 農地の最大限の利用と担い手の育成・確保
（１）農地中間管理機構による集積・集約化と担い手による農地利用
① 地域計画の策定の推進

○ これまで、地域の農業者の話合いに基づき、地域農業の中心経営体、地域農業の将来の在り
方等を明確にする人・農地プランの作成・実行に取り組んでいたが、令和５（2023）年４月、
農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律が施行され、人・農地プランは「地域計画」
として法律に位置付けられたため、新たに「地域計画」を策定することが必要となった。

〇 地域計画では、人・農地プランに定めていた内容に加え、概ね10年後に誰がどの農地を利用
していくのかを明確化した「目標地図」を併せて策定することとなった。

協議の実施・取りまとめ
農業者、市町村、農業委員会、
農地バンク、JA、土地改良区
など幅広い関係者が参加し、
取りまとめ

地域計画案の取りまとめ
市町村は、農業委員会から提
出のあった目標地図の素案を
踏まえ、地域計画の案の作成 地

域
計
画
の
公
告
・
周
知

目標地図素案の作成
農業委員会は、現況地図を基
に受け手ごとに集約化に向け
た調整をできる限り実施



○ 「担い手」への農地集積率は、令和４(2022)年度末時点で31.5％(全国 59.5％)となり、前年同期
から1.0ポイント(全国 0.6ポイント)の増加。また、令和４(2022)年度において、農地バンクが転貸
した面積は4,849haで、そのうち、新規に担い手に集積された面積は1,709haである。

○ 農業者の高齢化や耕作放棄地の拡大が進み、担い手への農地利用の集積・集約化が喫緊の課題で
ある中、中山間地域など条件不利地域でいかに取組を進めるかが重要なポイントである。

② 担い手への農地の利用集積の状況

令和５(2023)年度の目標（担い手のシェア８割）達成のため、①地域計画において農地の将来像を
目標地図として明確化、②農地バンクを活用した農地の集約化等の加速化、③中山間地域における対
応の強化などを推進する。

○全耕地面積に占める担い手の利用面積のシェア ○農地バンクの取扱実績（累積転貸面積）

資料：農林水産省調べ 資料：農林水産省調べ
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【用語の解説】
新規集積面積とは、農地中間管理事業による農地バンクからの転貸面積のうち、非担

い手から担い手に貸し付られた面積をいう。

資料：農林水産省調べ

○農地バンクによる農地の借入・転貸面積

【用語の解説】
１ 担い手とは、認定農業者（特定農業法人を含む）、認定新規就農者、基本構想水準
到達農業者、集落営農経営をいう。

２ 農地集積率とは、農地面積に占める担い手が利用する面積の割合をいう。

○担い手への農地集積の状況

資料：農林水産省「担い手及びその農地利用の実態に関する調査」、「耕地及び作付面積統計」
注：集積面積は機構を介さないものを含む。

愛媛県

香川県農地機構
（農地相談員）

資料：農林水産省調べ

（単位：ha）

○担い手に位置付けられる農業者数が増加
したこと、認定農業者や認定新規就農者の
経営規模拡大等により農地集積が進んだこ
と等により、一昨年度（令和３年度）から
集積面積が492ha増加、集積率が1.8ポイン
ト上昇した。

〇香川県高松市由佐・池西地区では過去の

大規模な基盤整備後に定着した担い手が営

農しており、新規就農者はまとまった農地

を取得できず、効率的な農業経営が困難な

状況であった。

〇人・農地プランに向けた話し合いの中で、

若手農業者等から農地交換の相談があった

ことから、機構の農地相談員が農地最適化

推進員と協力し、地区を越えた農地交換に

向けた地権者との話し合いを開始した。

○当初、一部の地権者は難色を示したもの

の、農地相談員が粘り強く戸別訪問活動を

重ねることで同意を得ることに成功。集積

面積の増加及び経営効率化を実現した。
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全　　国 149,210 45,143 53,415 16,906 380,325 375,966 152,281
中国四国 14,040 3,977 4,849 1,709 34,674 33,496 15,813
鳥 取 県 1,090 732 1,286 269 5,567 5,319 2,883
島 根 県 1,560 760 844 374 6,939 6,484 3,554
岡 山 県 1,910 666 739 262 3,723 3,700 1,999
広 島 県 1,620 416 452 167 5,476 5,408 1,822
山 口 県 2,280 530 636 218 6,834 6,715 2,309
徳 島 県 890 102 75 48 881 713 542
香 川 県 1,270 618 639 284 3,680 3,645 1,992
愛 媛 県 2,320 70 70 37 719 719 362
高 知 県 1,100 84 109 50 855 793 350

新規集積

面積

年間集積

目標面積

令和4(2022)年度 平成26(2014)年度～令和4(2022)年度

借入

面積

転貸

面積

借入

面積

転貸

面積
新規集積

面積

集積率 集積率 集積率増減
全　　国 4,324,990 2,560,109 58.9% 2,573,672 59.5% 13,563 0.6

中国四国 355,500 109,838 30.5% 112,043 31.5% 2,205 1.0
鳥 取 県 33,700 11,056 32.4% 11,263 33.4% 207 1.0
島 根 県 36,000 13,037 36.0% 13,410 37.3% 374 1.3
岡 山 県 62,300 16,526 26.4% 16,583 26.6% 57 0.3
広 島 県 51,800 13,409 25.4% 13,593 26.2% 183 0.8
山 口 県 43,800 14,304 32.1% 14,488 33.1% 184 0.9
徳 島 県 27,800 7,821 27.8% 7,990 28.7% 169 0.9
香 川 県 29,000 9,025 30.8% 9,261 31.9% 236 1.1
愛 媛 県 45,300 15,780 34.2% 16,272 35.9% 492 1.8
高 知 県 25,800 8,880 33.9% 9,184 35.6% 303 1.7

①令和4（2022）年3月末 ②令和5（2023）年3月末 ③=②－①

集積
面積

集積
面積

集積面積増減
令和4（2022）年

耕地面積



（２）担い手の育成・確保
① 認定農業者制度の推進

認定農業者に対しては、経営所得安定対策、農業経営基盤強化資金（スーパーL資金）、農業経
営基盤強化準備金制度等の支援措置により、経営改善に向けた取り組みを支援していく。

注１:複合経営とは、経営体毎の農産物販売金額１位の部門の販売金額が農産物総販売金額の80％に満たない経営。

資料：農林水産省経営局経営政策課調べ
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中国四国における認定農業者数の推移

注２:単一経営とは、経営体毎の農産物販売金額１位の部門の販売金額が農産物総販売金額の80％以上を占める経営。

資料：農林水産省経営局経営政策課調べ

〇 中国四国地域における令和４（2022）年３月31日現在の認定農業者数（市町村認定及び都道府
県認定）は、18,658経営体（全国222,130経営体）となっており、近年は年々減少傾向にある。
このうち法人の数をみると増加傾向にあり、平成22（2010）年と比較すると２倍（全国２倍）と
なっている。

○ 営農類型別にみると、複合経営が全体の４割を占めており、単一経営では、中国四国地域は全
国に比べ果樹類や施設野菜の割合が高く、稲作の割合が低くなっている。

営農類型別認定状況（令和４（2022）年３月末現在）



〇 農業経営の法人化は、経営管理の高度化や安定的な雇用の確保、円滑な経営継承など経営発
展の効果が期待されるため、県が設置する農業経営・就農支援センターにおいて専門家派遣等
により支援している。

〇 集落営農法人は構成員の高齢化が進んでおり、後継者の確保や今後の経営展開等が課題と
なっていることから、集落営農活性化プロジェクト促進事業等により若者の雇用や新たな取組
を支援している。

② 農業経営の法人化の推進

中国四国における集落営農組織数の推移

資料：農林水産省「集落営農実態調査」（各年２月１日現在の結果）

中国四国における法人経営体数の推移

〇 中国四国地域の法人経営体数は、令和２（2020）年に3,902法人（全国30,707法人）となり、
平成17（2005）年から1.7倍（全国1.6倍）になるなど、着実に増加している。

○ 集落営農法人は、令和５（2023）年２月時点で1,151法人（全国5,760法人）となり、平成25
（2013）年から1.6倍（全国２倍）に増加した。

資料：農林水産省「農林業センサス」
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上記の支援事業に加え、 ①先輩農業経営者と新規就農者との交流会、②若手農業経営者による農業
高校生への出前授業の取組、③新規就農ガイダンス、就農体験紹介、農業法人等の会社説明のための
「新・農業人フェア」の開催、④農大生や大学生などに対する新規就農に関する情報の発信等を通じ
て、新規就農者数の更なる拡大を推進している。

○ 新規就農者を地域農業の担い手として育成するため、就農から農業経営の改善・発展段階まで
一貫した支援が重要である。

○ このため、平成26年度から認定新規就農者制度を設け、認定新規就農者の早期の経営安定に向
け、支援（就農前の研修期間や経営開始直後の資金面での支援等）を集中的に実施している。

○ 近年、中国四国地域では、毎年、約350名が認定新規就農者として新たに認定を受けている。

③ 新規就農の推進
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資料：青年等就農計画の営農類型別等の認定状況について

1,519 

1,764 1,808 1,881 
1,724 1,644 

1,561 1,550 

319 341 361 327 305 275 
152 187 

0

500

1,000

1,500

2,000

H26 27 28 29 30 R1 R2 R3

農業次世代人材投資事業の交付対象者数

経営開始型 準備型

（人）

資料：農林水産省調べ
注：１ 農業次世代人材投資事業（準備型）：就農に向けて都道府県等が有効

と認める研修機関等において研修を受ける者に対して資金を交付する事
業のこと。
２ 農業次世代人材投資事業（経営開始型）：経営開始直後の新規就農者
に対して資金を交付する事業のこと。



540,894 人

39.7%822,144 人

60.3%

【全国】

74,062 人

39.5%113,497 人

60.5%

【中国四国】

男性

女性

男性

女性

○ 基幹的農業従事者に占める女性の割合は約４割を占め、農業経営はもとより地域農業の振興や活
性化等に重要な役割を果たしている。

○ 第５次男女共同参画基本計画（令和２年12月閣議決定）では、令和７年度に向けて、農業協同
組合役員の15％、農業委員の30％、土地改良区理事の10％を女性とする数値目標が定められ、女性
登用に向けた取組が進められている。

○ 何れも目標達成には至っておらず、引き続き、関係機関と連携した取組が必要である。

基幹的農業従事者に占める女性の割合（令和２（2020）年）

資料：農林水産省「農林業センサス」

出典：令和4年度農業委員会及び農協の女性登用の促進に関する状況、
令和５年度土地改良企画課調べ（令和５年３月31日時点）

今後は、男女共同参画意識の向上や女性の経営力・発言力の向上等を目的とした取組を引き続き行
うとともに、農業女子プロジェクトの活動などを通じて、社会全体での女性農業者の存在感を高め、
併せて職業としての農業を選択する若手女性の増加を推進する。

④ 女性の活躍
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うち女性 女性比率 うち女性 女性比率 うち女性 女性比率

全国 14,478 1,415 9.8% 23,106 2,894 12.5% 45,196 369 0.8%

中国四国 1,464 142 9.7% 2,794 358 12.8% 8,926 105 1.2%

鳥取県 103 7 6.8% 234 30 12.8% 858 3 0.3%

島根県 46 6 13.0% 247 30 12.1% 358 5 1.4%

岡山県 119 7 5.9% 383 35 9.1% 1,113 6 0.5%

広島県 370 33 8.9% 293 44 15.0% 477 3 0.6%

山口県 44 6 13.6% 258 45 17.4% 883 12 1.4%

徳島県 292 32 11.0% 350 55 15.7% 1,400 31 2.2%

香川県 33 3 9.1% 276 24 8.7% 1,249 8 0.6%

愛媛県 352 37 10.5% 350 30 8.6% 1,755 18 1.0%

高知県 105 11 10.5% 403 65 16.1% 833 19 2.3%

（単位：人）
農業協同
組合役員
数

農業委員
数

土地改良
区理事数

女性登用の状況



○ 令和２年12月に閣議決定された「男女共同参画基本計画」において、土地改良区については2025年度までに
「女性理事が登用されていない組織数はゼロとする。」及び「理事に占める女性の割合を10％とする。」目標
が設定されている。

○ 土地改良区理事総数に対する女性理事の割合は、令和４年度末で、全国は0.8％に対し、中国四国管内は
1.2％である。中国四国局管内の女性理事登用の状況は、令和３年度末は84人、令和４年度末は105人となって
いる。当管内で最も女性理事登用数が多い県は徳島県で31人、愛媛県においては18人。目標を達成するために
は、さらなる推進が必要である。

～土地改良区の女性理事登用～

出典：農村振興局土地改良企画課「令和３年度・令和４年度土地改良区設立状況等調査」
「平成29年度土地改良区運営実態等統計調査」 40
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○ 各県で開催される土地改良区役職員研修会において、女性理事登用に向けた取組、登用に向けて必要な手続き
（定数の増加、員外理事等定款の変更）等を周知し、取組を推進している。

○ さらに、中国四国農政局においては、土地改良区理事長等との意見交換会、土地改良区への個別訪問等によ
り女性理事登用を推進している。女性理事登用や育成のための情報交換ができる環境としてのネットワーク構
築の支援を実施している。
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研修会等開催状況

県名 開催日 主な参加者 意見交換及び研修の主なテーマ

鳥取 令和４年10月17日 女性事務職員 持続的な活動を行える土地改良区とする
ために出来ること

島根 令和４年10月25日 役職員 ・女性理事登用の実現へのアドバイス
・女性理事への期待

岡山 令和４年6月30日 女性の会会員 ・女性の会設立の効果
・土地改良区における女性活躍の推進

広島 令和５年1月20日 役職員 土地改良区の役割で最も重要なこと

山口 令和４年12月12日 職員 土地改良区において女性がどのように活
躍できるか

徳島
（研修）

令和４年11月１日 役職員 男女共同参画及び定款の変更

香川 令和４年９月８日
令和４年11月10日

役職員 ・女性理事登用の実現へのアドバイス
・女性理事候補者の選び方

愛媛 令和５年３月３日 役職員 女性が土地改良区で発揮できる役割につ
いて

高知 令和５年２月９日 役職員 土地改良区の役割で最も重要なこと

研修は、「土地改良区における男女共同参画」及び「定款の変更」に
ついて、管内全県において実施。また、管内８県は土地改良区役職
員を対象にワークショップ等を実施（令和４年度実績）。

中国四国農政局管内における女性の会設立状況

とっとり水土里の女性会

やまぐち水土里ネット女性の会

あわ水土里女性の会

かがわ水土里ネット女性会

おかやま水土里ネット女性の会

しまね水土里女性会

ひろしま水土里ネット女性の会
（令和５年９月に新たに設置）

中国四国水土里ネット女性の会

土地改良区が活性化し、地域農業を支え、地域に貢献する組織であり続けるために、土地改良区関
係者の女性幹部登用に対する理解の促進や意識改革を進め、土地改良区の女性職員等のネットワーク
化などにより、女性活躍に向けた環境作りを促進する。



８ 農業農村整備
（１）農地の基盤整備等による生産性向上

畑地かんがい施設の整備状況（令和３（2021）年）

水田の整備状況（区画形状）（令和３（2021）年）

○ 中国四国地域の水田の区画整備率は45％（全国67％）となっている。

○ 畑地かんがい施設の整備は35％（全国25％）で、県別には、愛媛県が53％、鳥取県が48％で高
い。

○ 農業競争力を強化するため、農地の大区画化・汎用化、畑地かんがい施設の整備等を実施し、
担い手への農地の集積・集約化や農業の高付加価値化を推進する必要がある。

・基盤整備による農業用水の安定供給による労力軽減と品質・収量の安定化、品質管理の徹
底等による地域ブランドの維持・向上などにより、地区内農家の平均販売額の向上を実現。

畑地かんがい施設の整備（南予用水地区）【愛媛県】

真穴みかんスプリンクラーによる
かん水

資料：農林水産省統計部「耕地及び作付面積統計」（令和３年７月15日時点）
及び農林水産省農村振興局「農業基盤情報基礎調査」（令和２年度実績）

資料：農林水産省統計部「耕地及び作付面積統計」（令和３年７月15日時点）
及び農林水産省農村振興局「農業基盤情報基礎調査」（令和２年度実績）

今後とも、農地中間管理機構と連携しつつ、担い手への農地の集積・集約化による生産コストの
削減、高収益作物への転換による所得向上、農産物の品質向上・ブランド化を図るため、農地の大
区画化・汎用化、畑地かんがい等を推進する。

取水を待つトラックの列
（イメージ）

基盤整備 光センサー選果機
による品質管理等

S49～H11 １戸当たり販売額は、
全国平均の約４倍に
増加（ＪＡ西宇和真
穴共選調べ）
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計画策定時：H26年度

農地整備（原山地区）【広島県】

・レタス等の高収益作物の大規模農業団地化を進めるため、農地の大区画化等と合わ
せ、農地中間管理機構と連携して、担い手・参入企業への農地集積を促進。
事業実施前(個別農家中心での営農）

農地の集積
が９割以上

事業実施後(中心経営体主体による営農）

農地集積

基盤整備

目標年度：R4年度



（２）国土強靭化のための農業農村の整備の推進
① 安全・安心のための農村地域の防災・減災（国土強靭化対策）
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中国四国農政局管内のため池

○ 中国四国地域のため池は、58,195か所（全国の約４割）。平成30（2018）年７月豪雨災害による
ため池の決壊等を受け、決壊した場合に人的被害を与えるおそれのあるものとして選定する防災重
点ため池の基準を見直した。

○ さらに、ため池の情報を適切に把握し、適正な管理を行うために、「農業用ため池の管理及び保
全に関する法律」が令和元年７月１日施行された。

○ 加えて、財政的な支援や技術的な援助を実施し、計画的・効率的に防災工事等を進めるために、
「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法」が令和２年10月１日施行さ
れた。

○ 堤体決壊時の浸水範囲や避難場所等を示したハザードマップの作成等のソフト対策と、堤体等の
補修・耐震化等のハード対策を組み合わせ、農村地域の防災・減災対策を進めていく必要がある。

広島県
決壊 23か所

岡山県
決壊 ４か所

京都府
決壊 ２か所

福岡県
決壊 １か所

愛媛県
決壊 １か所

大阪府
決壊 １か所

平成30（2018）年７月豪雨によるため池の決壊数

堤体が崩落したため池

出典：農村振興局整備部防災課調べ
注 ：防災重点ため池数は新たな選定基準に

基づき再選定されたもの
注２：ため池の値は令和4年3月末時点
注３：防災重点ため池の値は令和3年7月末時点

61%

39％

防災重点ため池＊注3
全  国 148,841 54,616
中国四国 58,195 19,235

41,856 13,847
鳥取県 972 315
島根県 5,065 1,305
岡山県 9,373 4,105
広島県 18,744 6,846
山口県 7,702 1,276

16,339 5,388
徳島県 548 362
香川県 12,269 3,049
愛媛県 3,123 1,755
高知県 399 222

ため池＊注2

中 国

四 国



農業用ため池保全管理法 新 法

法案の
背景

○ 農業用ため池について、権利関係が不明確かつ複
雑化するとともに、高齢化等により管理組織の弱体
化が進行し、日常の管理が適正に行われないおそ
れがあることが判明。

⇒ 立法措置により、所有者や管理者等の関係性が果
たすべき責務を明らかにすること等により、適正な管
理保全体制を整備することが必要。

○ 農業用ため池管理保全法の成立後、決壊時に周
辺区域に被害を及ぼすおそれがある防災重点農業
用ため池が約６万４千か所存在し、防災工事等を進
めるためには地方公共団体の財政やマンパワーに
限界があることが判明。

⇒ 立法措置により、財政的な支援や技術的な援助を
実施し、計画的・効率的に防災工事等を進めること
が必要。

法案の
対象

私人が所有する農業用ため池

※国有のため池は国有財産法で、地方公共団体所有

のため池は地方自治法で適正な管理を担保してい
るため、これらは農業用ため池管理保全法の対象
外。

国、地方公共団体及び私人が所有する
防災重点農業用ため池

法案の
性格

規制法
・ 所有者に対する届出義務、所有者及び管理者に対
する農業用ため池の適正管理の努力義務（第４条・第５条）

・ 防災工事を施行する際の計画の届出義務（第９条）

・ 都道府県知事に、所有者等に防災工事の施行を
命ずる権限及び防災工事が施行されない場合等に
おける代執行権限の付与（第10条・第11条）

促進法
・ 国は、防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関
する基本的な指針を定める
・ 都道府県は、基本指針に基づき、防災重点農業用ため池に
係る防災工事等の推進に関する計画を定めることができる。
・ 都道府県は、推進計画に基づく防災工事等を実施する者に対
し、技術的な指導等に努める
・ 国の防災工事等に対する財政措置、地方財政措置を明確化

法案の
期限 失効予定のない恒久法

一定の期間で失効する時限法
（令和12（2030）年度末まで）

農業用ため池保全管理法と
防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法との違い

特定農業用ため池
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防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関
する特別措置法



ため池の補強対策

ため池の防災・減災対策

使われなくなったため池の廃止

防災重点ため池を中心に、ハード・ソフト対策の組み合わせによる効果的な防災・減災対
策を推進。その際、決壊した場合の影響度を家屋数や公共施設の種類等により評価し、優先
順位を付けて対策を推進している。

浸水想定区域図・ハザードマップの例

避難所

被害想定範囲

ため池

避難経路

連絡先
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○ 近年の気候変動の影響や水害の激甚化を背景に、治水対策が「流域治水」へ転換。全国の一級水系に流域治
水協議会を設置して、令和３(2021）年３月末に流域治水プロジェクトが公表された。

○ 流域治水プロジェクトには、地域特性等を生かし、「田んぼダム」などの水田の貯留機能、ため池、排水施
設、農業用ダムの事前放流など農地・農業水利施設の活用が位置付けられている。

○ 中国四国農政局は管内全ての一級水系（21水系）の流域治水協議会に参画・連携し、従来からの 農地・農
業用施設の多面的機能の発揮に加え、農地（田んぼダム）、ため池、農業用水路等を活用した流域治水の効果
的な取組を推進している。

※管内の二級水系（県管理）の流域治水協議会については、県からの要請に応じて参画。

② 流域治水プロジェクトの推進

46

「田んぼダム」の取組農地・農業水利施設を活用した流域の防災・減災の推進
多面的機能支払交付金を活用した取組（岡山県赤磐市）

平成30年西日本豪雨による被災をきっかけに、令和3年度より田んぼダム
に取り組む。住民意識が向上し、周辺の地域にも取組が拡大。

排水口への調整堰板設置状況防災活動に関する地域の話し合い

西日本豪雨における下流地域の湛水被災状況 排水口と調整堰板



○ 中国四国地域の基幹水利施設は、基幹施設が790施設、基幹水路が3,499㎞整備。これら施設のうち、基幹
施設で50％、基幹水路で48％が標準耐用年数を超過し、近年、経年的な劣化等による漏水等の突発事故の発
生が増加した。

○ このため、機能診断及び監視結果に基づき、適時適切な補修・更新を実施し、突発事故等不測の事態への
対応を強化する必要がある。南海トラフ地震等の発生も懸念されるなか、管内頭首工の施設点検活動を実施
した。また、ダム等の重要度の高い基幹水利施設を中心に耐震照査結果に基づく耐震対策を着実に進める必
要がある。

③ 農業生産の継続に欠かせない基幹水利施設の長寿命化・機能強化

中国四国地域の基幹水利施設の標準耐用年数の超過状況

資料：農林水産省農村振興局｢農業基盤情報基礎調査｣(令和２（2020）年３月31日時点)を用いて試算
注：１ 「基幹水利施設」とは、農業用用排水のための利用に供される施設であって、その受益面積が100ha以上のもの。

２ 試算に用いた各施設の標準耐用年数は、「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」 による標準耐用年数を利用しており、概ね以下のとおり。
貯水池：80年、取水堰：50年、水門：30年、機場：20年、水路：40年 など

更新時期を迎える基幹水利施設が大幅に増加することから、これらの長寿命化とライフサイクルコストの
低減を図るストックマネジメントによる計画的な機能保全対策を実施するとともに、大規模自然災害に対応
した施設の機能強化や耐震対策を着実に推進する。
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うち耐用年数超過 割合

基幹施設（か所） 790 395 50%

貯水池 237 15 6%

取水堰 159 76 48%

用排水機場 270 208 77%

水門等 97 73 75%

管理設備 27 23 85%

基幹水路（km） 3,499 1,670 48%

施設区分

　　施設数・延長（令和２（2020）年３月）



９ 農山漁村の活性化
（１）地域資源を活用した農山漁村の課題解決
① 「農山漁村発イノベーション」の推進

① 六次産業化・地産地消法に基づく認定状況
総合化事業計画認定数は、令和５（2023）年８月31日時点で332件である（全国2,634件）。
このうち、岡山県が100件（全国５位）、広島県が40件、愛媛県が37件である。

② 農山漁村発イノベーションの優良事例の横展開。
令和７年度までに全国で300事例を目標に紹介。令和４年度は全国で50事例、うち中国四国農政局

管内で10事例を農林水産省ホームページに掲載している。

※「農山漁村発イノベーション」とは、農山漁村のあらゆる地域資源をフル活用した取組。また、多様な主体の参画によって新事業や付加価値の創出を図ること。

資料：「農山漁村発イノベーション事例集 第２版 令和５年６月」

これまで、農林水産物の付加価値を高め、農林漁業者の所得向上に資する重要な取組の１つとして、
農林漁業の６次産業化の取組を推進してきた。 
今後の農村施策の実施にあたっては、農業以外の所得と合わせて一定の所得を確保できるよう、多様

な機会を創出し、安心して農村で働き、生活できる環境を整えていくとともに、地域の見本となる優良
事例を集め、横展開を図る。 

他分野との連携のイメージ 社会医療法人さんさん牧場
馬事文化、農産物

食品、観光・旅行、福祉、医療
✖

✖
就労継続支援事業所、流通企業

＝ 引退競走馬を活用した観光牧場・馬事文化継承

家賀再生プロジェクト
世界農業遺産、農林水産物

食品、観光・旅行、福祉、芸術
✖

✖
各種団体、農林漁業者、集落、学校、地元企業

＝ 世界農業遺産を活用した観光ツアー・農福連携
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中国四国の延べ宿泊者数（令和4（2022）年1月～12月）

○ 農山漁村振興交付金により、「農泊」をビジネスとして実施できる体制の構築や地域資源を魅力ある観光コ
ンテンツとして磨き上げる取組、古民家等を改修した滞在施設の整備等を支援している。これまでに、中国四
国地域の93地区で活用の実績がある。

○ 中国四国地域の延べ宿泊者数は3,319万人泊で、対前年比、127.3％とコロナ禍による減少から回復しつつあ
るが、コロナ感染拡大前の水準（令和元年4,210万人泊）には回復していない。

○ 農山漁村地域の活性化に向けては、インバウンドを含む観光客、自然が豊かな地域への新たな旅のスタイル
を的確に捉え、所得向上に繋げることが重要である。このため、地域一丸となった農泊の取組体制を整備する
ことが急務となっている。

② 農泊の推進と農山漁村の振興

「農泊」に取り組む関係団体等と連携して、先進取組の事例紹介や各種支援策の情報提供を行い、農山漁村
の所得向上と地域の活性化を推進している。

資料：国土交通省観光庁「宿泊旅行統計調査」（令和4（2022）年・年間値（確定値））
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手植えによる農業体験

小蓑農泊推進協議会（香川県三木

町）では、(株)山南営農組合を中心
に、体験型農泊として自然景観や神社・
仏閣等の伝統文化財などの地域資源
や、五右衛門風呂など「戦後間もない
頃の農家の生活体験」が可能な宿泊施
設を整備するなど、地域ぐるみで「賑わ
いとうるおい」による農業・農村の持続
的発展に取り組んでいる。

倉橋交流拠点構想推進協議会（広
島県呉市）では、倉橋島お宝フリット
や牡蠣などの料理、ペットと遊べたり
手ぶらでも楽しめるマリンスポーツ、波
打ち際の宿泊施設など、自然環境に
恵まれた島のリソースの魅力を活かし
た地域基盤整備を行うことにより、持
続可能な倉橋地域の賑わい創出に取
り組んでいる。波打ち際のビーチサイドコテージ

延べ宿泊者数 対前年
増減率

うち
外国人数 割合

対前年
増減率

（万人泊） （万人泊）

全 国 45,046 41.8% 1,650 3.7% 282.3% 

中国四国 3,319 27.3% 37 1.1% 111.6% 

鳥 取 県 188 △ 17.7% 1 0.7% 12.3% 

島 根 県 287 9.5% 1 0.4% △ 3.0% 

岡 山 県 458 23.5% 6 1.3% 170.0% 

広 島 県 853 46.1% 14 1.7% 228.2% 

山 口 県 392 18.9% 5 1.2% 148.2% 

徳 島 県 184 15.2% 2 1.0% 88.4% 

香 川 県 324 42.8% 3 1.0% 150.8% 

愛 媛 県 376 48.1% 3 0.9% △ 5.3% 

高 知 県 256 34.3% 1 0.4% 13.0% 



竹原

尾道市

福山市

安芸太田町

北広島町
安芸高田市

三次市

庄原市

神石高原町

府中市

世羅町

東広島市

呉市

大崎上島町

笠岡市

倉敷市

玉野市

美作市

津山市
新圧村 鏡野町

真庭市

矢掛町

吉備中央町

久米南町

日南町

岩美町

鳥取市
八頭町

南部町

倉吉市

川本町

宇部市

萩市

長門市

周南市

日南町

奥出雲町

邑南町

（松江市）

大田市

浜田市

津和野町

隠岐の島町

海士町西ノ島町

瀬戸内市
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農山漁村振興交付金（農泊推進対策）中国地方実施地区 全64地区

松江市 大根島農業体験推進協議会

松江市 水の都まつえ観光魅力化協議会

浜田市 浜田市ツーリズム協議会

浜田市 きんさい村弥栄協議会

出雲市 平田農泊推進協議会

大田市 さんべ農のある暮らし協議会

大田市 石見銀山代官所跡周辺域活性化協議会

大田市  ゆのつ民泊・体験事業協議会　

奥出雲町 奥出雲町農泊推進協議会

邑南町 日貫地区活性化協議会

邑南町 邑南町田舎ツーリズム推進研究会

津和野町 津和野町農泊推進協議会

海士町 島泊推進協議会

隠岐の
島町

隠岐・西ノ島フィッシャーマンズス
テイ
＆アクティビティ推進協議会

隠岐の
島町

都万地区農泊推進協議会

島根県　（15地区）
1

2

5

3

4

6

8

9

11

7

10

12

13

14

15

番号 市町村名 事業実施主体名

① 鳥取市 五しの里さじ地域協議会

②
鳥取市
外６町

一般社団法人　麒麟のまち観光局

③ 倉吉市 倉吉市体験型教育旅行誘致協議会

④ 岩美町 岩美渚泊推進協議会

⑤ 八頭町 ふなおか共生の里づくり推進協議会

⑥ 八頭町 若桜谷活性化協議会

⑦ 南部町 南部町農泊推進協議会

⑧ 日南町 日南町観光協会

鳥取県 （8地区）

① 倉敷市 下津井sea village project

② 津山市 あば村農泊推進機構

③ 津山市 つやま農業生産物ブランド化推進協議会

④ 玉野市 たまの農山漁村魅力向上推進協議会

⑤ 笠岡市 マリンピアおおしま体験ツアー協議会

⑥ 笠岡市 白石島農泊推進協議会

⑦ 笠岡市 北木島活性化プロジェクト協議会

⑧ 備前市 三国地区農泊振興協議会

⑨ 瀬戸内市 せとうち牛窓玉津農泊推進協議会

⑩ 真庭市 北房農泊推進協議会

⑪ 新庄村 SWA地域協議会

⑫ 美作市 英田上山棚田ツーリズム協議会

⑬ 美作市 東粟倉農泊推進協議会

⑭ 矢掛町 一般財団法人矢掛町観光交流推進機構

⑮ 鏡野町 健康の町かがみのプロモーション本部

⑯ 久米南町 上籾みろく農場協議会

⑰ 吉備中央町 吉備中央町農家民宿推進協議会

岡山県　（17地区）

① 宇部市 食農体験ネットワーク宇部協議会

② 山口市 あとうスロー・ツーリズム推進協議会

③ 山口市 山口秋穂漁泊推進協議会

④ 萩市 萩市ふるさとツーリズム推進協議会

⑤ 下松市 くだまつ農山漁村ツーリズム協議会

⑥ 長門市 ながとふるさと体験受入協議会

⑦ 長門市 むかつ国で遊ぼう協議会

⑧ 周南市 須金里山リトリート協議会

山口県　（8地区）

① 呉市 未来へのとびしマーレ構想協議会

② 呉市 島まるごとユニバーシティ協議会

③ 呉市 倉橋交流拠点構想推進協議会

④ 竹原市 竹原・大崎上島農泊推進協議会

⑤ 尾道市 しまなみアーキラインプロジェクト運営委員会

⑥ 福山市 鞆の浦農泊推進協議会

⑦ 府中市 一般社団法人天領上下まちづくりの会

⑧ 三次市 楽しいふるさと川西協議会

⑨ 庄原市 庄原古民家ステイ推進協議会

⑩ 東広島市 竹仁協議会

⑪ 東広島市 心のふるさと県央協議会

⑫ 安芸高田市 安芸高田市農泊推進協議会

⑬ 安芸太田町 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会

⑭ 北広島町 北広島町農山村体験推進協議会

⑮ 世羅町 世羅高原6次産業推進協議会

⑯ 神石高原町 神石高原町観光による地域つくり協議会

広島県　（16地区）
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農山漁村振興交付金（農泊推進対策）四国地方実施地区 全29地区
令和4年9月末現在（広域ネットワーク事業を除く）

三豊市

丸亀市 さぬき市

高松市

小豆島町

東みよし町

上勝町

つるぎ町 美馬市

阿南市

土庄町

多度津町

三原村

黒潮町

須崎市

土佐市

南国市

室戸市

東洋町

松野町

内子町

今治市

宇和島市

大洲市

三木町

三好市

（三好市）

1
3

5
6

8910

11

1

2
3

45

6

2
1

3

4
5

1

2
3 4

5

6

2

4

7

12

① 阿南市 波のりイシマ協議会

② 美馬市 美馬市特産品・農泊連携推進協議会

③
三好市外
3市町

にし阿波～剣山・吉野川観光圏協議会

④ 上勝町 上勝ビジターセンター設立協議会

⑤ 上勝町 いろどり山Mass Compass協議会

徳島県　（5地区）

① 高松市 西植田地区活性化協議会

② 高松市 特定非営利活動法人しおのえ

③ 丸亀市 讃岐広島・小手島･手島活性化協議会

④ 丸亀市 本島・さかな部活性化協議会

⑤ さぬき市さぬき市津田地区漁業活性化協議会

⑥ 三豊市 みとよニューツーリズム推進協議会

⑦ 土庄町 てしま農泊推進協議会

⑧ 小豆島町 坂手古民家活用推進協議会

⑨ 小豆島町 海のしじまプロジェクト協議会

⑩ 小豆島町 三都半島農泊推進協議会

⑪ 三木町 小蓑農泊推進協議会

⑫ 多度津町地域活性化協議会瀬戸内ユニオン

香川県　（12地区）

① 室戸市 室戸市農山漁村体験型観光推進協議会

② 南国市 南国市地域活性化対策協議会

③
土佐市及
び須崎市

宇佐・浦ノ内渚泊推進協議会

④ 東洋町 東洋町中山間地域活性化協議会

⑤ 三原村 三原村農泊推進協議会

⑥ 黒潮町 黒潮町観光ネットワーク

高知県　（6地区）

① 今治市 しまなみスローサイクリング協議会

② 今治市 桜井地区地域水産業再生委員会

③ 宇和島市 蒋渕地域づくり協議会

④ 大洲市 元気おおかわ地域協議会

⑤ 内子町 内子ツーリズム推進協議会

⑥ 松野町 森の国アウトバック構想連絡協議会

愛媛県　（6地区）
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〇 農福連携は、障害者等が農林水産業の貴重な働き手となることを通じて、農林水産業経営の発展につなげる
とともに、障害者等の自信や生きがいを創出し、社会参画を実現していくという、農林水産業と福祉双方に利
益のある取組である。

〇 農福連携に取り組んでいる優れた事例を表彰する「ノウフク・アワード2022」を実施し、全国で23団体を表
彰した。中国四国地域では、社会福祉法人E.G.F（山口県阿武町）、株式会社和光ワールド（愛媛県伊予市）、
株式会社八天堂ファーム（広島県三原市）が受賞された。

③ 農福連携の推進
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■社会福祉法人E.G.F

■株式会社和光ワールド

■株式会社八天堂ファーム

○ 地域の農作業支援を積極的に行うとともに、自ら農業や
６次産業化にも取り組み、県平均を上回る工賃を確保し、
地域農業を支える存在となっている

○ 奥内子の天然水を利用したこだわりのきくらげをサイズ
分け等の多くの手をかけることにより付加価値を高めるこ
とに成功し、出荷量を伸ばしている。

○ 後継者不在となったぶどう園を受け継ぎ、社会福祉法
人宗越福祉会と連携し、生活困窮者（障害者を含む）の自
立支援を目的とした農福連携型就労訓練事業をスタート

受賞団体の取組概要



〇 中国四国地域では、農山漁村振興交付金を活用して福祉農園の整備や障がい者の受入等に取り組む就労支
援事業所等が徐々に増えてきており、これまでに29団体（令和５年11月現在）が活用した。

〇 中山間地域の多い中国四国地域では、農業を柱に福祉事業所と連携し、農産物の生産や販売を地域ぐるみ
で行うなど、中山間地域の活性化を図る取組が存在する。

今後、一層の担い手や労働力不足が懸念されることから、①中山間地域における農福連携の取組事例の情報発
信、②農業者と障害者就労施設等のニーズをマッチングするためのコーディネーターの育成・普及等を推進す
る。

中山間地域における農福連携の取組事例

〔事例２〕 岡山県真庭市
○地元の農業担い手が減少する中、耕
作放棄地を積極的に受託し、露地では
枝豆の栽培、ハウスではイチゴや原木
しいたけを新たに開始するなど地域の
耕作放棄地対策等に大きな力を発揮。
○地元の障害者の農業体験や障害児の
放課後デイサービスの受入を行い、自
ら新規に就労継続支援B型作業所の開設
に向け手続きを開始するなど、地域農
業の振興と福祉の受け皿に取り組んで
いる。

〔事例１〕 岡山県吉備中央町
○障害者の働く場づくりと、農業での
深刻化する人手不足解消に、就労継続
支援Ａ型事業所を設立。
○事業所利用者の適性を見極めた分業
制の構築や、地元農家からの技術指導、
若者の参画など地域住民が活躍するこ
とで、品質の高い農産物の生産につな
げている。

『農山漁村振興交付金（農福連携対策） 』支援地区【H29～R5】

資料：中国四国農政局作成
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○ 野生鳥獣による農作物被害金額は、近年減少傾向にあるものの、令和３年度の被害額は17.6億円となって
おり、依然として大きな被害が出ている状況。鳥獣被害は、農作物被害のほか、営農意欲の減退による荒廃
農地の増加等の一因となっている。

○ 鳥獣被害対策としては、「鳥獣被害防止特措法（平成19年制定）」に基づく被害防止計画の策定や、野生
鳥獣の生息数の半減目標（期間：平成25（2013）年～令和10（2028）年）の達成に向け、鳥獣被害防止総合
対策交付金により、鳥獣被害対策実施隊の結成等を重点的に推進している。

（２）鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進

被害防止計画及び鳥獣被害対策実施隊の状況（令和４（2022）年４月末）

資料：農林水産省農村振興局調べ
注： 設置率は、被害防止計画作成市町村のうち鳥獣被害対策実施隊を設

置している市町村の占める割合を示す。

【鳥獣被害対策実施隊の活動状況】

中国四国地域における獣種別鳥獣被害金額・面積の推移（農作物）
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鳥類

11%

イノシシ

59%

サル

11%

シカ

12%

その他

獣類

7%

令和３(2021)年度

中国・四国地域

被害面積

（2,098ha）

鳥類

15%

イノシシ

58%

サル

10%

シカ

10%

その他

獣類

7%

令和３(2021)年度

中国・四国地域

被害金額

（17.6億円）

資料：農林水産省農村振興局調べ

作成市町村数 作成率 設置市町村数 設置率

全　　国 1,741 1,513 87% 1,234 82%

中国四国 202 196 97% 177 90%

鳥 取 県 19 19 100% 15 79%

島 根 県 19 17 89% 11 65%

岡 山 県 27 26 96% 25 96%

広 島 県 23 23 100% 21 91%

山 口 県 19 19 100% 18 95%

徳 島 県 24 23 96% 20 87%

香 川 県 17 16 94% 15 94%

愛 媛 県 20 19 95% 19 100%

高 知 県 34 34 100% 33 97%

全市町村数
被害防止計画 鳥獣被害対策実施隊



○ 捕獲頭数は増加傾向にあるものの、捕獲された頭数の１割程度しかジビエに利用されていない状況。この
ため、地域資源として有効利用する観点から、ジビエ利用を推進している。

○ ジビエ利用量は中国四国管内で294ｔ（令和３年度）とおおむね増加傾向にあり、特に近年、ペットフー
ドの利用が増加傾向にあるが、捕獲された鳥獣の多用途も含めた利用率向上や消費拡大等の取組により、さ
らにジビエ利用の拡大を図る必要がある。

〇 令和４年２月１日、農政局において「ジビエ連携フォーラム」を開催し、多用途利用の普及拡大、事業
者・関係者の相互連携のための、専門家による講演と参加者との意見交換を実施した。

〇 令和４年２月28日～３月１日、農政局のある岡山第２合同庁舎の食堂において、ジビエの消費拡大に向け、
ジビエの魅力（安全・安心。低カロリー・高タンパク質）を発信するためのジビエメニューを提供した。

資料：農林水産省野生鳥獣資源利用実態調査
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ジビエ利用量の推移
中国四国
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食用 ペットフード

ジビエ連携フォーラム

ジビエメニューの提供

本開催により、参加者のジ
ビエのペッドフード、皮革
利用等の知見が深まるとと
もに情報交換による連携が
図られた。

安全安心なジビ
エ（国産ジビエ
認証）を利用し
た料理を提供す
るとともに、消
費者へのジビエ
の理解促進が図
られた。



（３）日本型直接支払制度の推進
① 多面的機能支払制度の推進

〇 管内における令和４（2022）年度の多面的機能支払制度の取組面積（農地維持支払）は145,839ha
で、前年に比べ774ha増加している。

〇 平成30（2018）年度以降の取組の推移を見ると、本事業の二期対策開始時の令和元（2019）年度
には、高齢化による役員不足や事務負担を理由に減少したものの、その後は取組面積は増加してい
る。

〇 また、活動組織数は4,054組織で、そのうち広域活動組織数は115組織となっており、組織の広域化
が進められている。
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注： 多面的機能支払は、平成19（2007）年度に農地・水・環境保全向上対策として開始。

多面的機能支払（農地維持支払）取組面積の推移（中国四国） 多面的機能支払（農地維持支払）活動組織数の比較（中国四国）

うち広域活
動組織数

うち広域活
動組織数

うち広域活
動組織数

中国四国 4,121 118 4,054 115 △ 67 -3

中     国 2,855 91 2,809 93 △ 46 2

鳥 取 県 621 21 623 21 2 0

島 根 県 613 31 614 31 1 0

岡 山 県 529 10 501 10 △ 28 0

広 島 県 782 12 767 14 △ 15 2

山 口 県 310 17 304 17 △ 6 0

四   　国 1,266 27 1,245 22 △ 21 -5

徳 島 県 163 18 163 18 0 0

香 川 県 321 3 318 3 △ 3 0

愛 媛 県 446 5 432 0 △ 14 -5

高 知 県 336 1 332 1 △ 4 0

活動組織数 活動組織数

令和3(2021)年度
（実績）

令和4(2022)年度
（実績） 令和3(2021)年度から令

和4(2022)年度の増減

資料：農林水産省農村振興局調べ 資料：農林水産省農村振興局調べ

（単位：ha）

平成30年度
（2018）実績

令和元年度
（2019）実績

令和２年度
（2020）実績

令和３年度
（2021）実績

令和４年度
（2022）実績

全　 国 2,292,522 2,274,027 2,290,820 2,311,040 2,318,259

中国四国 145,785 141,619 142,483 145,065 145,839

中　   国 95,186 93,099 93,835 95,346 96,416

鳥 取 県 16,394 16,070 16,070 16,262 16,324

島 根 県 22,776 22,624 22,608 22,826 22,936

岡 山 県 15,671 15,903 16,500 17,182 18,071

広 島 県 19,222 18,440 18,568 18,854 18,979

山 口 県 21,123 20,061 20,088 20,221 20,106

四     国 50,599 48,520 48,648 49,719 49,423

徳 島 県 10,717 10,341 10,312 10,338 10,319

香 川 県 13,844 13,362 13,365 13,965 14,187

愛 媛 県 16,440 15,514 15,292 15,661 15,200

高 知 県 9,597 9,302 9,680 9,755 9,717



○ 本制度に「取組あり」の集落は、「取組なし」の集落に比べ、集落内の寄り合い回数や地域活性
化のための活動数が多いことから、農村コミュニティ内外の交流・連携等が進展している。

○ 農村地域の高齢化や人口減少等に伴う、地域の共同活動等の脆弱化による持続的な多面的機能の
発揮に支障を来さないよう、また、水路等の維持管理負担の軽減による担い手への規模拡大等を後
押するためにも、本制度の取組面積の維持・拡大が不可欠である。

多面的機能支払の活動組織の広域化や合併を進め、活動を継続できる体制を構築するとともに、農
村協同力の醸成を下支えすることで、農村コミュニティの活性化を推進する。

84%
70%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

多面取組あり 多面取組なし

環境美化・自然環境の保全

83%
71%

0%
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多面取組あり 多面取組なし

農業集落行事（祭り・イベントなど）の実

施

54%
40%

0%

20%

40%

60%
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多面取組あり 多面取組なし

農業集落内の福祉・厚生

9% 6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

多面取組あり 多面取組なし

その他（定住推進、グリーン・ツーリズ

ム、６次産業化、再生可能エネルギーへ

の取組）

資料：農林水産省「農林業センサス」を基に作成
比較条件；多面取組あり（①+②）

①多面的機能支払の対象組織と中山間地域等
直接支払の協定の両方あり

②多面的機能支払の対象組織のみあり

多面取組なし（③+④）
③中山間地域等直接支払の協定のみあり
④多面的機能支払の対象組織と中山間地域等
直接支払の協定の両方なし

令和３（2021）年活性化のための活動をしている地域集落の割合（中国四国）

9.9
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多面取組あり 多面取組なし

（回）

令和３（2021）年集落内の平均寄り合い

開催数（中国四国）
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○ 中国四国局管内の取組面積は、平成28（2016）年度以降増加傾向にあったが、第５期対策初年度の令和２
(2020）年に大きく減少したものの、再び増加傾向にあり、令和４年度に約578ha増加した。

○ 中国地域は協定農用地の９割超を田が占め、集落協定の取組を通じて集落営農等の組織化に寄与した。
四国地域は畑の割合が高く、営農条件の厳しい急傾斜農地の割合が高い傾向にある。

○ 高齢化等が進行する農村部では農業や集落機能を維持するためにも、取組面積の維持・拡大を図る必要があ
る。

② 中山間地域等直接支払制度の推進

資料：農林水産省農村振興局調べ
注： 本制度は平成12（2000）年から開始され、５年間の対策期間として令和２（2020）年から第５期対策

を開始。

取組面積地目別シェア（令和４（2022）年）中山間地域等直接支払（第５期対策）取組面積の推移（中国四国）

取組面積傾斜等基準別シェア（令和４（2022）年）
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資料：農林水産省農村振興局調べ

Ｂ B／A
平成27年

（2015）

28

（2016）

29

（2017）

30

（2018）

令和元年

（2019）

令和2年

(2020)

令和3年

（2021）①

令和4年

(2022)②

増減

②-①

対前年

②/①

全　　国 1,038 998 96.1% 653,815 660,728 662,583 664,315 665,394 638,911 596,514 602,091 5,577 100.9%

都 府 県 938 900 95.9% 332,564 338,390 341,367 342,991 344,338 326,296 330,520 333,262 2,742 100.8%

中国四国 178 171 96.1% 87,409 88,707 89,964 90,332 90,510 84,346 85,382 85,960 578 100.7%

中  　 国 96 94 97.9% 64,268 65,237 65,865 66,259 66,385 62,442 63,310 63,806 496 100.8%

鳥 取 県 17 17 100.0% 7,728 7,810 7,871 7,952 7,972 7,595 7,705 7,845 140 101.8%

島 根 県 19 17 89.5% 12,597 12,815 12,928 12,986 13,023 11,981 12,058 12,103 45 100.4%

岡 山 県 25 25 100.0% 11,773 11,948 12,086 12,172 12,195 11,546 11,722 11,844 122 101.0%

広 島 県 18 18 100.0% 20,563 20,838 21,058 21,138 21,160 20,139 20,268 20,360 92 100.5%

山 口 県 17 17 100.0% 11,607 11,827 11,921 12,011 12,035 11,181 11,557 11,654 97 100.8%

四 　  国 82 77 93.9% 23,141 23,470 24,099 24,073 24,125 21,904 22,071 22,153 82 100.4%

徳 島 県 17 17 100.0% 2,887 2,890 2,885 2,875 2,866 2,503 2,516 2,499 △ 17 99.3%

香 川 県 13 12 92.3% 2,582 2,604 2,615 2,620 2,631 2,389 2,469 2,521 52 102.1%

愛 媛 県 18 17 94.4% 11,857 11,936 11,958 11,819 11,814 10,598 10,627 10,628 1 100.0%

高 知 県 34 31 91.2% 5,815 6,040 6,641 6,759 6,815 6,414 6,459 6,505 46 100.7%

県名等

促進計画作

成市町村数

Ａ

交付市町村数
第5期対策の取組面積(令和2年度(2020年)～令和4年度(2022年))

4期対策の取組面積(平成27年(2015年)～令和元年(2019年))

（単位：ha）



（単位：ha）

順位 都道府県 面　積 シエア

1 愛媛県 2,738 18.3%

2 和歌山県 2,180 14.6%

3 新潟県 1,167 7.8%

4 高知県 1,115 7.4%

4 島根県 1,049 7.0%

6 宮崎 939 6.3%

6,295 42.1%

14,969 100.0%

中国四国

全国

○ 第５期対策で拡充された集落協定広域化加算を活用し、集落協定の広域化を進めている。中国四国地域で
全国の約４割を占める100集落協定が実施されている。

○ また、営農条件が特に厳しい農地(田1/10以上、畑20度以上）に対する超急傾斜農地保全管理加算では、
急傾斜の樹園地が多い愛媛県（全国１位）や棚田の多い高知県(全国４位)、島根県（全国５位）など、全
国の４割を占め、地域の特性に応じた取組を支援している。

○ その他加算措置についても、中国四国地域で積極的に活用している。

農業や集落を将来にわたって維持するため、集落協定に取組む地域の拡大、集落戦略の作成、新たに拡充さ
れた制度の普及活動、農業生産活動の継続を支援している。

超急傾斜農地保全管理加算取組状況

資料：農村振興局調べ
（令和４（2022）年実績）

資料：農村振興局調べ
（令和４（2022）年実績）
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協定数 面積 協定数 面積 協定数 面積 協定数 面積 協定数 面積

9               131           6               32             5               973           13             9,145         63             12,119       

17             466           55             413           32             1,754         106           3,810         194           7,701         

48             489           91             484           11             732           22             471           34             1,171         

94             2,665         136           1,387         33             2,263         79             2,558         172           4,679         

10             167           40             173           12             220           11             349           41             1,085         

19             233           207           2,972         14             312           58             1,282         90             1,915         

57             908           857           6,295         100           4,096         177           4,669         557           13,119       

95             1,627         451           3,204         22             626           47             1,066         450           7,914         

-               -               1               8               -               -               -               -               -               -               

340           6,555         1,838         14,938       224           10,003       500           14,207       1,538         37,583       

349           6,686         1,844         14,969       229           10,975       513           23,352       1,601         49,702       全国計

都府県

沖縄県

九　州

中国四国

各加算の取組状況 （単位：件数、ha）

近　畿

東　海

北　陸

関　東

集落協定広域化加算超急傾斜農地保全加算 集落機能強化加算 生産性向上加算

北海道

ブロック

東　北

棚田地域振興活動加算



㊽ 本山町 土佐・本山天空の棚田群
㊾ 土佐町 高須棚田
㊿ 梼原町 神在居の千枚田
51 津野町 貝ノ川棚田

高知県(4)

○ 日本の棚田の多くは、国民への食料供給にとどまらず、国土の保全、良好な景観の形成、伝統文
化の継承等の大きな役割を担っている。農林水産省では、棚田地域の活性化や棚田の有する多面的
な機能に対するより一層の理解促進を目的として、令和４（2022）年３月25日に優良な271棚田
（うち管内51棚田）を「つなぐ棚田遺産～ふるさとの誇りを未来へ～」に認定した。

（４）中山間地域等の活性化
① 棚田の振興

① 鳥取市 京ヶ原棚田
② 岩美町 横尾棚田
③ 若桜町 つく米棚田

鳥取県(3)
④ 浜田市 室谷の棚田
⑤ 浜田市 都川棚田群
⑥ 益田市 中垣内
⑦ 大田市 佐津目子ご美の里
⑧ 大田市 西田ﾖｽﾞｸの里
⑨ 雲南市 山王寺本郷
⑩ 奥出雲町 追谷
⑪ 奥出雲町 大原新田
⑫ 奥出雲町 いわけ
⑬ 邑南町 上田・平佐棚田
⑭ 吉賀町 大井谷の棚田

島根県(11)

㉖ 下関市 高野の棚田
㉗　山口市 吉敷畑地区の棚田
㉘ 長門市 東後畑の棚田
㉙ 長門市 本郷の棚田
㉚ 周南市 大道理鹿野地の棚田
㉛ 周南市 中須の棚田
㉜ 田布施町 石ノ口の棚田
㉝ 阿武町 木与の棚田

山口県(8)

⑮ 真庭市 社棚田
⑯ 美作市 美作市上山の千枚田
⑰ 和気町 田土の棚田
⑱ 久米南町 上籾棚田
⑲ 久米南町 北庄棚田
⑳ 美咲町 大垪和西の棚田
㉑ 美咲町 小山の棚田

岡山県(7)

㊴ 観音寺市 五郷の棚田
㊵ 土庄町 唐櫃の棚田
㊶ 小豆島町 中山千枚田
㊷ 三木町 小蓑の棚田

香川県(4)

㉞ 上勝町 市宇の棚田
㉟ 上勝町 田野々の棚田
㊱ 上勝町 八重地の棚田
㊲ 上勝町 樫原の棚田
㊳ 上勝町 府殿の棚田

徳島県(5)

㊸ 西条市 千町の棚田
㊹ 大洲市 樫谷棚田
㊺ 東温市 井内の棚田
㊻ 東温市 雨滝音田の棚田
㊼ 松野町 奥内の棚田

愛媛県(5)

㉒ 庄原市 比和三河内の棚田
㉓ 安芸太田町寺領・月の子の棚田
㉔ 安芸太田町津浪の棚田
㉕ 安芸太田町井仁の棚田

広島県(4)

○ 棚田地域振興法に基づき、指定棚田地域の指定、指定棚田地域振興活動計画の認定の取組を推進
中である。

○ 地域協議会による棚田を核とした地域振興の取組を関係府省庁横断で総合的に支援している。
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○ 農産物の生産拡大や加工・販売による高付加価値化等を通じた地域の所得確保と農業の維持・

発展を図り、中山間地域の特色をいかした営農の確立を推進する。

○ 中国四国地域の中山間地域（P.３参照）については、農地や水利施設等の生産基盤の保全・再編利

用に取り組む地域を対象に、①農業生産基盤整備と②農村振興環境整備を一体的に実施する中山間地

域農業農村総合整備事業を推進している。

中山間地域農業農村総合整備事業イメージ
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② 中山間地域の振興



農業集落排水施設整備事業イメージ
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③ 農業集落排水施設の整備

○ 農村地域の生活に不可欠なサービスが持続的・効率的に提供できるよう、農業集落排水施設

を含む農村インフラの再編・強靱化対策等を支援する「農村整備事業」を令和３年度に創設した。

○ 農村整備事業（農業集落排水施設整備事業）では、農業集落排水施設のうち、大規模施設や

被災リスクのある施設の強靱化、維持管理の効率化等に資する施設の高度化や、国内資源である

農業集落排水汚泥の農地還元を推進するために必要な調査・調整、技術的検討及び計画策定を支

援している。

○ 農業集落排水施設の再編・強靱化、高度化など、農村に人が安心して住み続けられる条件の整

備を推進するため、老朽化や災害に対応する耐災害性強化、施設管理の省力化、維持管理コスト

縮減、汚泥の循環利用（農地還元）を実施していく。

＜強靱化型＞
最適整備構想等に基づく、耐震、浸水、停電対策、
管理システム整備等の施設の改築又は撤去。

施設の再編

＜高度化型＞
維持管理の効率化・適正化に向けた新技術導入に
取り組む施設の整備、改築又は撤去。

＜調査計画策定＞
施設整備に必要な事業計画の策定。

汚泥の循環利用

メタン発酵装置の整備 コンポスト装置の整備



1．食料及び生計の保障 2．農業生物多様性
3．地域の伝統的な

 知識システム

    4．文化、価値観及び

       社会組織

5．ランドスケープ及び

　　シースケープの特徴
6．変化に対する強靱性 7．多様な主体の参画 8．６次産業化の推進

　申請する農林水産業シス

テムは、地域コミュニティ

の食料及び生計の保障に貢

献するものであること。

　申請する農林水産業シス

テムは、食料及び農業(林

業、水産業を含む）にとっ

て世界（我が国）において

重要な生物多様性及び遺伝

資源が豊富であること。

　地域の伝統的な知識システ

ムが、「地域の貴重で伝統的

な知識及び慣習」、「独創的

な適応技術」及び「生物相、

土地、水等の農林水産業を支

える天然資源の管理システ

ム」を維持していること。

　申請する農林水産業シス

テムには、地域を特徴付け

る文化的アイデンティ

ティ、風土、資源管理や食

料生産に関連した社会組織

が存在すること。

　長年にわたる人間と自然

との相互作用によって発達

してきたランドスケープや

シースケープを有するこ

と。

　農林水産業システムを保

全し確実に継承していくた

め、災害等に対する高いレ

ジリエンス（強靱性）を保

持していること。

　地域住民のみならず多様

な主体の参画による新たな

仕組みにより農林水産業シ

ステムを継承しているこ

と。

　地域ぐるみの６次産業化

等の推進により、地域を活

性化させ、農林水産業シス

テムの保全を図っているこ

と。

④ 世界農業遺産、日本農業遺産

世界農業遺産認定地域（令和５（2023）年７月現在）
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日本農業遺産認定地域（令和５（2023）年１月現在）

○ 農業遺産認定制度は、社会や環境に適応しながら何世代にもわたり継承されてきた独自性のある伝統的
な農林水産業と、それに密接に関わって育まれてきた文化、景観、生物多様性などを一体として、次世代
に継承すべき世界的または国内の重要な地域を認定する制度である。

○ 世界農業遺産は、国連食糧農業機関（ＦＡＯ）が平成14（2002）年に開始し、現在世界の24か国78地域
が認定されており、そのうち日本では15地域が認定を受けた。

○ 一方、日本でも将来に受け継がれるべき伝統的な農林水産業システムを発掘し、その価値を評価するた
め平成28（2016）年に農林水産省が日本農業遺産制度を創設｡現在､24地域が認定を受けている。

【申請地域の特徴を評価する認定基準】
世界農業遺産の認定基準は１～５、日本農業遺産の認定基準は１～８で、すべての基準を満たす必要がある。



「にし阿波の傾斜地農耕システム」

中国四国地域では、現在３地域が世界農業遺産、日本農業遺産の認定を受けている。

奥出雲地域（島根県）日本農業遺産 世界農業遺産・日本農業遺産

にし阿波地域（徳島県）

中国四国地域の農業遺産認定地域

日本農業遺産

南予地域（愛媛県）

条件厳しい山間地で、段々畑

のような水平面を形成せず、敷
き草（カヤ）をすき込み土の流
出を最小限に抑え、傾斜地のま
ま農耕し雑穀や伝統野菜、山菜、
果樹が栽培されている。

漁業で移り住んだ先人

達がリアス式海岸の厳し
い立地に開拓した広大な
段畑は、太陽と海の恵み
を受けて、国内有数の柑
橘生産地帯への成長。優
れたランドスケープが継
承されている。

たたら製鉄の時代から砂鉄採掘跡地に計

画的に農地を生み出し、砂鉄採取のために
整備した水利、森林資源保全のシステム等
を活かした農業が今も継承されている。

山間傾斜地で続けてきた「小さな農業」が世

界農業遺産になった。認定後、カヤを使った環境に優しい農法

で栽培された農産物に注目が集まり、現在は、カフェへの食材

供給、ECサイトでの全国販売、教育旅行の受入も行っている。

農業遺産の認定は田口農園の農業経営を豊かにしてくれた。

世界農業遺産徳島県にし阿波地域

野菜生産者 田口農園代表
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「愛媛・南予の柑橘農業システム」

「たたら製鉄に由来する奥出雲の資源循環型農業」


